
第１章 目的及び使命

第１条 国際高等専門学校 以下「本校」という。は、学校法人金沢工業

大学建学綱領に定める建学の精神に則り、教育基本法及び学校教育法

に基づき、理学・工学の幅広い学芸を教授し、グローバルに活躍する

イノベーターの素養を身につけた創造的・実践的技術者の養成を目的

とする。

２ 本校は、前項の目的を実現するための教育を行い、その成果を広く

社会に提供することにより、地域社会及び国際社会の発展に寄与する

ことを使命とする。

３ 本校は、前２項の目的及び使命を達成するため、教育研究活動等の

状況について点検及び評価を行うことに努めるものとする。

４ 前項に関し、必要な事項は、別に定める。

第２章 修業年限、学年、学期及び休業日

第２条 本校の修業年限は、５年とする。

第３条 学年は、４月１日に始まり翌年３月 日に終る。

第４条 学年を分けて、次の２学期とする。

前学期 ４月１日から９月 日まで

後学期 月１日から翌年３月 日まで

２ 前項に定める学期の開始日及び終了日については、国際高等専門学

校校長 以下「校長」という。 は、臨時に変更することができる。

３ 各学期の授業実施日等は、別に定める学年暦による。

第５条 休業日は、次のとおり定める。ただし、特別の必要があるとき

は、校長は、これらの休業日を授業日に振り替えることができる。

日曜日

国民の祝日に関する法律 昭和 年法律第 号 に定める休日

創立記念日 ６月１日

夏期休業

冬期休業

学年末休業

２ 前項第４号から第６号の休業日は、学年暦による。

３ 第１項各号に規定する休業日のほか、臨時の休業日は校長がその都

度定める。

第３章 組織及び定員

第６条 本校に次の学科を置く。

国際理工学科

２ 学科は、教育上有益と認められるときには、適切なコースの学級を

編成することができる。

３ 前項に規定するコースの取り扱いについては、別に定める。

第６条の２ 国際理工学科は、グローバルに活躍するイノベーターの素

養を身につけた創造的・実践的技術者の養成を目的とする。

２ コースの人材養成目的は、別に定める。

第７条 国際理工学科の学級数及び収容定員は、次のとおりとする。

学 科 学級数 入学定員 収容定員

国際理工学科 １ 人 人

第４章 教育課程等

第８条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、 週に

わたることを原則とする。

第８条の２ 本校の授業科目は、その内容により、一般科目及び専門科

目に分ける。

２ 前項に定める授業科目のほか特別活動を実施する。

３ １年次及び２年次は、全寮制による教育を行う。

第９条 本校は、本校及び学科の教育目的を達成するために必要な授業

科目を開設し、体系的に教育課程を編成する。

２ 教育課程は、各授業科目を各学年に配当して編成する。

３ 各授業科目の単位数と学年別配当は、別表第１のとおりとする。

４ 各授業科目の単位数は、 単位時間 １単位時間は標準 分とする。

次項及び第８項において同じ。の履修を１単位として計算するものと

する。

５ 前項の規定にかかわらず、授業科目のうち別表第１に定める学修単

位科目については、１単位の授業科目を 単位時間の学修を必要とす

る内容をもって構成することを標準とし、当該授業による教育効果、

授業時間外に必要な学修等を考慮して、１単位を 単位時間の授業を

もって計算する。

６ 前項の規定により計算することのできる授業科目の単位数の合計は、

単位を超えないものとする。

７ 前３項の規定にかかわらず、インターンシップ及び課題学修につい

ては、その学修の成果を評価して単位の修得を認定することとし、そ

の単位数については、別表第１による。

８ 特別活動を、卒業までに 単位時間以上実施するものとする。

９ 校長は、教育上有益と認めるときは、学生が同学年の他コース専門

科目を履修することを認めることができる。この場合において修得し

た単位は進級・卒業に必要な単位数に含めないものとする。

第９条の２ 授業は、文部科学大臣が定めるところにより、多様なメデ

ィアを高度に利用して、教室等以外の場所で履修させることができる。

２ 教員は、多様なメディアを高度に利用して、教室等以外から授業を

することができる。

３ 授業は、外国において履修させることができる。この場合において、

前項に規定する授業方法による場合についても、同様とする。

４ 授業の一部は、文部科学大臣が定めるところにより、校舎及び附属

施設以外の場所で行うことができる。

５ 前３項に規定する授業方法により修得する単位数は、 単位まで卒

業に要する単位数に含めることができる。

第 条 校長は、教育上有益と認めるときは、学生が他の高等専門学校

において履修した授業科目について修得した単位を、 単位を超えな

い範囲で本校における授業科目の履修により修得したものとみなすこ

とができる。

第 条 校長は、教育上有益と認めるときは、学生が行う大学における

学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本校における授業科目

の履修とみなし、単位の修得を認定することができる。

２ 前項により、認定することができる単位数は、前条により本校にお

いて修得したものとみなす単位数と合わせて 単位を超えないもの

とする。

国際高等専門学校学則
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３ 第１項の規定は、学生が、外国の大学又は高等学校に留学する場合

及び外国の大学が行う通信教育における授業科目を、我が国において

履修する場合について準用する。この場合において認定することがで

きる単位数の合計数は、前項により本校において修得したものとみな

す単位数と合わせて 単位を超えないものとする。

４ 校長は、第１項及び前項において修得を認定した単位が、別表第１

の本校授業科目との互換が適切であると認めるときは、当該本校授業

科目の単位を修得したものと認定することができる。

第 条 各学年の課程の修了及び卒業の認定は、学生の平素の学業成績

のほか、特別活動の状況を併せて評価の上、校長が行う。

２ 前項に規定する評価については、別に定める国際高等専門学校学習

指導に関する実施規程による。

３ 各学年の課程の修了又は卒業が認められなかった者は原学年に留め

る。

第５章 入学、転科、休学、退学、転学及び卒業

第 条 ２学年以下において原学年に留められた場合は、当該学年の修

得単位を無効とし、その学年の授業科目及び特別活動の全てを再履修し

なければならない。ただし、原学年に留められた者が進路変更するため

に退学を希望する場合には、当該学年の修得単位を有効とする。

２ ３学年以上において原学年に留められた場合は、当該学年の修得単

位を有効とし、当該学年における未修得科目を履修しなければならない。

ただし、当該学年で修得した授業科目についても再履修することができ

るものとする。

３ 前項の規定により再履修を行う場合は、履修を許可された時点で当

該授業科目についての既修得単位と成績評価は取り消される。

第 条 本校に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。

中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者

中等教育学校の前期課程を修了した者

外国において、学校教育における９年の課程を修了した者

文部科学大臣の定めるところにより、前３号と同等以上の学力が

あると認められた者

第 条 入学を志願する者は、入学願書に第 条に定める検定料及び

所定の書類を添えて願い出なければならない。

第 条 校長は、入学志願者について、別に定めるところにより入学者

を選考し、合格者を決定する。

第 条 合格通知を受けた者は、指定の期日までに第 条に定める入

学金を納付するとともに、在学中の保証人と連署した誓約書及び校長が

定める書類を提出しなければならない。

２ 校長は、前項の入学手続を完了した者に対して、入学を許可する。

第 条 １学年後学期以降に入学を希望する者があるときは、校長は、

その者が相当年令に達し、当該学年に在学する者と同等以上の学力があ

ると認められ、かつ、定員に欠員がある場合に限り、相当学年に入学を

許可することができる。

第 条 削 除

第 条 病気その他やむを得ない理由により、休学しようとする者は、

その事由を記して保証人と連署で休学を願い出て、校長の許可を受けな

ければならない。ただし、病気の場合には、願い書に医師の診断書を添

付しなければならない。

２ 休学は、原則として学期ごととし、休学の願い出は学期の始めまで

に行わなければならない。

第 条 校長は、特殊の病気のため療養を要すると認めた者に対して、

出席停止又は休学を命ずることができる。

２ 校長は、伝染病にかかり、又はかかっている疑いがあると認めた者

に対し、出席停止を命ずることができる。

第 条 休学期間は、通算して２年以内とする。

第 条 休学した者は、休学の理由がなくなったとき、校長の許可を受

けて復学することができる。

第 条 やむを得ない理由により退学しようとする者は、その理由を記

して保証人と連署で願い出、校長の許可を受けなければならない。

２ 前項の規定により退学した者で再入学を希望する者があるときは、

校長は、選考の上、相当学年に入学を許可することができる。

第 条 他の学校に入学、転学又は編入学を志望しようとする者は、校

長の許可を受けなければならない。

第 条 学生は、１学年及び２学年においては、学生寮に入寮する。

２ 学生は、３学年においては、提携するニュージーランド国立オタゴ

ポリテクニクに留学し、その授業科目を履修する。

３ 前項に定める留学の期間は、原則として１年以内とする。

４ 留学期間は、在学年数に算入する。

５ 留学について必要な事項は、別に定める国際高等専門学校外国留学

に関する規程による。

第 条の２ 削 除

第 条 校長は、卒業を認定した者（次項において「卒業生」という。）

に卒業証書を授与する。

２ 卒業生は、準学士 工学 と称することができる。

第６章 学校納入金

第 条 本学則において学校納入金とは、検定料、入学金、授業料及び

在籍料をいう。

２ 本学則に定めるもののほか、学校納入金の取扱いについては、学校

法人金沢工業大学学校納入金収納取扱規程の定めるところによる。

第 条 検定料及び入学金は、次のとおりとする。

検定料 円

入学金 円

第 条 授業料は、学年ごとに別表第２に定めるとおりとする。

２ １学年及び２学年の授業料には、学生寮への入寮に伴う寄宿費（食

費を含む。）を含む。

３ ３学年における授業料とは別に、留学に係るニュージーランド国立

オタゴポリテクニクの授業料、ホームステイ費用は別に徴収する。

第 条 休学を認められた者の当該休学期間に相当する学期の授業料

は、これを徴収しない。ただし、休学期間に相当する学期の在籍料を

納入しなければならない。

２ 在籍料は、一学期につき３万円とする。

３ 休学した者が復学するときの授業料は、その者の入学時に定められ

た当該学年の授業料の額とする。

第 条 授業料は、学期ごとに納入しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、年額を一括して納入することができる。

３ 納入期限は、学校納入金明細書に記載する払込指定日とする。
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第 条の２ 納入された全ての学校納入金は、返還しない。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、

当該授業料を返還する。

入学を許可された者が、所定の手続により４月１日までに入学辞

退を申し出、かつ既に授業料を納入している場合

休学を認められた者が、休学する学期の授業料を既に納入してい

る場合

退学又は除籍された者が、在籍しない学期の授業料を既に納入し

ている場合

第 条の３ 学期の途中で退学、休学、停学又は除籍された者の当該学

期の授業料は、これを徴収する。

第７章 教職員

第 条 本校に、校長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務局長、

事務職員及び技術職員（次項を含め次条において「教職員」という。）

を置く。

２ 前項に定めるほか、本校に副校長、学科長を置くことができる。

第 条 校長は、校務を掌り教職員を監督する。

２ 副校長は、校長の職務を助ける。

３ 学科長は、学科に関する校務を掌る。

４ 教授、准教授及び助教は、学生を教授する。

５ 講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

６ 助手は、教育の円滑な実施に必要な業務に従事する。

７ 事務局長は、校長を補佐し、学務に関する事務を統理する。

８ 事務職員は、学務に関する事務に従事する。

９ 技術職員は、技術に関する業務に従事する。

第 条 校長は、教授の中から教務主事、学生主事、修学支援主事、教

育点検主事を任命する。

２ 教務主事は、校長の命を受け、教育計画の立案、その他教務に関す

ることを掌理する。

３ 学生主事は、校長の命を受け、学生の生活・課外活動指導及び厚生

補導に関することを掌理する。

４ 修学支援主事は、校長の命を受け、学生の修学指導及び進路指導に

関することを掌理する。

５ 教育点検主事は、校長の命を受け、教育の実態把握、点検評価及び

改善に関することを掌理する。

６ 削 除

第８章 賞罰及び除籍

第 条 校長は、学生として表彰に値する行為があるときには、表彰す

ることができる。

第 条 校長は、学生が本校の規則に違反し、又はその本分に反する行

為があるときは懲戒する。

第 条 前条に定める懲戒の種類は、訓告、謹慎、退学とする。

第 条 校長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して退学を命ず

る。

性行不良で改善の見込みがないと認められる者

学力劣等で成業の見込みがないと認められる者

正当の理由なくて出席が常でない者

学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

第 条第 項の規定により、原学年に留められた者で、再履修

後も引続き進級できない者

第 条 校長は、次の各号のいずれかに該当する者を除籍する。

学校納入金を滞納し、督促を受けても納入しない者

在学期間が 年を超えた者

第 条に規定する休学期間を超えた者

長期間にわたり行方不明の者

第９章 外国人留学生

第 条 校長は、本校に留学を志願する外国人があるときは、選考の上、

外国人留学生として入学を許可することができる。

第 条 削 除

第 条 削 除

第 章 研究生及び科目等履修生

第 条 校長は、本校学生以外の者で、本校の特定の専門事項について

研究することを希望するものがあるときは、本校の教育研究に支障の

ない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することができ

る。

２ 研究生について必要な事項は、別に定める国際高等専門学校研究生

規程による。

第 条 削 除

第 条 校長は、本校学生以外の者で、本校が開設する一又は複数の授

業科目を履修することを希望するものがあるときは、本校の教育に支

障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可する

ことができる。

２ 科目等履修生のうち、履修する授業科目についての単位の取得を希

望しない者を聴講生という。

３ 科目等履修生について必要な事項は、別に定める国際高等専門学校

科目等履修生規程による。

第 条 削 除

第 章 図書館等

第 条 本校に、図書館及びその他教育研究に必要な施設を置く。

第 条 削 除

第 章 公開講座

第 条 本校に、公開講座を開設することができる。

第 条 削 除

附 則

１ この学則は昭和 年４月１日から実施する。

（中略）

この学則は、令和３年４月１日から改正施行する。

この学則は、令和４年４月１日から改正施行する。
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第 条の２ 納入された全ての学校納入金は、返還しない。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、

当該授業料を返還する。

入学を許可された者が、所定の手続により４月１日までに入学辞

退を申し出、かつ既に授業料を納入している場合

休学を認められた者が、休学する学期の授業料を既に納入してい

る場合

退学又は除籍された者が、在籍しない学期の授業料を既に納入し

ている場合

第 条の３ 学期の途中で退学、休学、停学又は除籍された者の当該学

期の授業料は、これを徴収する。

第７章 教職員

第 条 本校に、校長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務局長、

事務職員及び技術職員（次項を含め次条において「教職員」という。）

を置く。

２ 前項に定めるほか、本校に副校長、学科長を置くことができる。

第 条 校長は、校務を掌り教職員を監督する。

２ 副校長は、校長の職務を助ける。

３ 学科長は、学科に関する校務を掌る。

４ 教授、准教授及び助教は、学生を教授する。

５ 講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

６ 助手は、教育の円滑な実施に必要な業務に従事する。

７ 事務局長は、校長を補佐し、学務に関する事務を統理する。

８ 事務職員は、学務に関する事務に従事する。

９ 技術職員は、技術に関する業務に従事する。

第 条 校長は、教授の中から教務主事、学生主事、修学支援主事、教

育点検主事を任命する。

２ 教務主事は、校長の命を受け、教育計画の立案、その他教務に関す

ることを掌理する。

３ 学生主事は、校長の命を受け、学生の生活・課外活動指導及び厚生

補導に関することを掌理する。

４ 修学支援主事は、校長の命を受け、学生の修学指導及び進路指導に

関することを掌理する。

５ 教育点検主事は、校長の命を受け、教育の実態把握、点検評価及び

改善に関することを掌理する。

６ 削 除

第８章 賞罰及び除籍

第 条 校長は、学生として表彰に値する行為があるときには、表彰す

ることができる。

第 条 校長は、学生が本校の規則に違反し、又はその本分に反する行

為があるときは懲戒する。

第 条 前条に定める懲戒の種類は、訓告、謹慎、退学とする。

第 条 校長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して退学を命ず

る。

性行不良で改善の見込みがないと認められる者

学力劣等で成業の見込みがないと認められる者

正当の理由なくて出席が常でない者

学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

第 条第 項の規定により、原学年に留められた者で、再履修

後も引続き進級できない者

第 条 校長は、次の各号のいずれかに該当する者を除籍する。

学校納入金を滞納し、督促を受けても納入しない者

在学期間が 年を超えた者

第 条に規定する休学期間を超えた者

長期間にわたり行方不明の者

第９章 外国人留学生

第 条 校長は、本校に留学を志願する外国人があるときは、選考の上、

外国人留学生として入学を許可することができる。

第 条 削 除

第 条 削 除

第 章 研究生及び科目等履修生

第 条 校長は、本校学生以外の者で、本校の特定の専門事項について

研究することを希望するものがあるときは、本校の教育研究に支障の

ない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することができ

る。

２ 研究生について必要な事項は、別に定める国際高等専門学校研究生

規程による。

第 条 削 除

第 条 校長は、本校学生以外の者で、本校が開設する一又は複数の授

業科目を履修することを希望するものがあるときは、本校の教育に支

障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可する

ことができる。

２ 科目等履修生のうち、履修する授業科目についての単位の取得を希

望しない者を聴講生という。

３ 科目等履修生について必要な事項は、別に定める国際高等専門学校

科目等履修生規程による。

第 条 削 除

第 章 図書館等

第 条 本校に、図書館及びその他教育研究に必要な施設を置く。

第 条 削 除

第 章 公開講座

第 条 本校に、公開講座を開設することができる。

第 条 削 除

附 則

１ この学則は昭和 年４月１日から実施する。

（中略）

この学則は、令和３年４月１日から改正施行する。

この学則は、令和４年４月１日から改正施行する。

別表第１ 教育課程表 平成 30 年度以降入学生適用 

一般科目（全コース共通） 

学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

一
般
科
目
︵ 

全 

コ 

ー 

ス 
共 
通 
︶ 

⼈
⽂
科
学 

国語表現ⅠＡ 1 前 1 1 
国語表現ⅠＢ 1 後 1 1 
国語表現ⅡＡ 2 前 1 1 
国語表現ⅡＢ 2 後 1 1 
英語表現ⅠＡ 1 前 1 1 

国語表現に替わる 
留学生用の科目 

英語表現ⅠＢ 1 後 1 1 
英語表現ⅡＡ 2 前 1 1 
英語表現ⅡＢ 2 後 1 1 
⽂学Ⅰ 1 前 1 1 
⽂学Ⅱ 2 後 1 1 
世界⽂学Ⅰ 1 前 1 1 ⽂学に替わる 

留学生用の科目 世界⽂学Ⅱ 2 後 1 1 
アカデミックライティング 4 前 1 1 
歴史⽂化ⅠＡ 1 前 1 1 
歴史⽂化ⅠＢ 1 後 1 1 
歴史⽂化ⅡＡ 2 前 1 1 
歴史⽂化ⅡＢ 2 後 1 1 
歴史⽂化（英語）ⅠＡ 1 前 1 1 

歴史⽂化に替わる 
留学生用の科目 

歴史⽂化（英語）ⅠＢ 1 後 1 1 
歴史⽂化（英語）ⅡＡ 2 前 1 1 
歴史⽂化（英語）ⅡＢ 2 後 1 1 
グローバルスタディーズ 3 前 2 2 
社会科学 4 前  2  2 学修単位 
⼈⽂科学 4 後 2 2 学修単位 
心理学 5 前 2 2 学修単位 
生活と⽂化 3 通 4  4 

⾃
然
科
学 

解析基礎Ａ 1 前 2 2 
解析基礎Ｂ 1 後 2 2 
微分・積分Ａ 2 前 2 2 
微分・積分Ｂ 2 後 2 2 
基礎数学Ａ 1 前 2 2 
基礎数学Ｂ 1 後 2 2 
代数・幾何学Ａ 2 前 2 2 
代数・幾何学Ｂ 2 後 2 2 
数理統計 4 前 2 2 学修単位 
物理ⅠＡ 1 前 1 1 
物理ⅠＢ 1 後 2 2 
物理ⅡＡ 2 前 2 2 
物理ⅡＢ 2 後 2 2 
化学ⅠＡ 1 前 1 1 
化学ⅠＢ 1 後 2 2 
化学ⅡＡ 2 前 2 2 
化学ⅡＢ 2 後 2 2 
生物ⅠＡ 1 前 1 1 
生物ⅠＢ 1 後 1 1 
生物ⅡＡ 2 前 1 1 
生物ⅡＢ 2 後 1 1 
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学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

一
般
科
目
︵ 

全 

コ 

ー 

ス 

共 

通 

︶ 

第
⼆
⾔
語 

リーディング・ライティングⅠＡ 1 前 1 1 
リーディング・ライティングⅠＢ 1 後 1 1 
リーディング・ライティングⅡＡ 2 前 1 1 
リーディング・ライティングⅡＢ 2 後 1 1 
リスニング・スピーキングⅠＡ 1 前 2 2 
リスニング・スピーキングⅠＢ 1 後 1 1 
リスニング・スピーキングⅡＡ 2 前 1 1 
リスニング・スピーキングⅡＢ 2 後 2 2 
ブリッジイングリッシュ 1 前 2 2 
日本語ⅠＡ 1 前 5 5 リーディング・ライテ

ィング，リスニング・ス
ピーキング，ブリッジ
イングリッシュに替わ
る留学生用の科目

日本語ⅠＢ 1 後 2 2 
日本語Ⅱ 2 前 2 2 
日本語コミュニケーション 2 後 3 3 
ファンクショナルイングリッシュ 3 通 3 3 ３年次留学先科目 
総合英語ⅠＡ 4 前 1 1 
総合英語ⅠＢ 4 後 1 1 
総合英語ⅡＡ 5 前 １ 1 
総合英語ⅡＢ 5 後 １ (1) 1 別表第 1-2 参照 
テクニカルイングリッシュ 3 通 4 4 ３年次留学先科目 
テクニカルコミュニケーション 4 前 2 2 学修単位 
海外英語研修 2 休 4 4 卒業要件に含めない 

保 

健 
体 
育 
・ 

他 

保健体育ⅠＡ 1 前 1 1 
保健体育ⅠＢ 1 後 1 1 
保健体育ⅡＡ 2 前 1 1 
保健体育ⅡＢ 2 後 1 1 
保健体育ⅢＡ 4 前 1 1 
保健体育ⅢＢ 4 後 1 1 
ビジュアルアーツⅠ 1 後 1 1 
ビジュアルアーツⅡ 2 前 1 1 
パフォーミングアーツⅠ 1 後 1 1 
パフォーミングアーツⅡ 2 前 1 1 

一
般
科
目

合
計 

必修科目修得単位計 79  ― 29  29  13  6 2 
選択科目開設単位計 ― 19  3 7 0 7 2 

選択科目修得最低単位計 ― 4 1 1 0 2 
修得最低単位合計 83 30 30 13 10 
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専門科目 

学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

全 

コ 

ー 

ス 

共 

通 

専 

門 

科 

目 

共
創
科
目 

エンジニアリングデザインⅠA 1 前 2 2 
エンジニアリングデザインⅠB 1 後 2 2 
エンジニアリングデザインⅡA 2 前 2 2 
エンジニアリングデザインⅡB 2 後 2 2 
エンジニアリングデザインⅢ 3 通 8 8 ３年次留学先科目 
エンジニアリングデザインⅣA 4 前 2 2 
エンジニアリングデザインⅣB 4 後 2 2 
エンジニアリングデザインⅤA 5 前 2 2 
エンジニアリングデザインⅤB 5 後 2 2 別表第 1−2 参照 
エンジニアリングコンテクストⅠA 1 前 1 1 
エンジニアリングコンテクストⅠB 1 後 1 1 
エンジニアリングコンテクストⅡA 2 前 1 1 
エンジニアリングコンテクストⅡB 2 後 1 1 
工学基礎実技 3 通 3 3 ３年次留学先科目 
インターンシップⅠ 4 休 1 1 
インターンシップⅡ 5 休 1 1 
アントレプレナーシップ 4 後 1 1 

Ｉ
Ｔ
リ
テ
ラ
シ
ー 

コンピュータスキルズⅠＡ 1 前 1 1 
コンピュータスキルズⅠＢ 1 後 1 1 
コンピュータスキルズⅡＡ 2 前 1 1 
コンピュータスキルズⅡＢ 2 後 1 1 
ＡＩ基礎 4 後 １ １ 

３
年
次
留
学
先
科
目 

数理工学 3 通 4  4 
電子工学 3 通 4 4 

左記の 5 つの選択 
科目から 2 科目を 
履修できる。 

工業力学 3 通 4 4 
材料科学 3 通 4 4 
コンピュータ工学基礎 3 通 4 4 
プログラミング基礎 3 通 4 4 

必修科目修得単位計 40  0 8 8 15 5 4
選択科目開設単位計 0  31  0 0 20 2 1 
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学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

専
門
科
目
・
電
気
電
子
コ
ー
ス 

専
門
基
礎
科
目 

数理工Ⅰ 4 前 4 4 学修単位 
数理工Ⅱ 4 後 4 4 学修単位 
応用数学Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 
応用数学Ⅱ 4 後 2 2 学修単位 
制御数学 5 前 2 2 学修単位 
応用物理Ⅰ 5 前 2 2 学修単位 
応用物理Ⅱ 5 後 2 2 学修単位 
応用化学ⅠA 4 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅠB 4 後 2 2 学修単位 
応用化学ⅡA 5 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅡB 5 後 2 2 学修単位 

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
フ
ォ
ー
カ
ス 

電気回路Ⅰ 4 前 4 4 学修単位 
電気回路Ⅱ 4 後 2 2 学修単位 
電気磁気学Ａ 4 前 4 4 学修単位 
電気磁気学Ｂ 4 後 2 2 学修単位 
電気製図 4 後 1 1 
電子回路基礎 5 前 4 4 学修単位 
電子回路 5 後 2 2 学修単位 
電気電子材料 5 前 2 2 学修単位 
電気電子機器 5 前 2 2 学修単位 
電気電子計測工学 5 後 2 2 学修単位 
過渡現象 5 後 2 2 学修単位 
物性工学 5 後 2 2 学修単位 
コンピュータアーキテクチャ 4 後 2 2 学修単位 
プログラミングＡ 5 前 2 2 
プログラミングＢ 5 後 2 2 
課題学修 単位数は別に定める 

必修科目修得単位計 44 0 0 0 0 26 18 
選択科目開設単位計 0  17 0 0 0 5 12 
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学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

専
門
科
目
・
機
械
工
学
コ
ー
ス 

専
門
基
礎
科
目 

数理工Ⅰ 4 前 4 4 学修単位 
数理工Ⅱ 4 後 4 4 学修単位 
応用数学Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 
応用数学Ⅱ 4 後 2 2 学修単位 
制御数学 5 前 2 2 学修単位 
応用物理Ⅰ 5 前 2 2 学修単位 
応用物理Ⅱ 5 後 2 2 学修単位 
応用化学ⅠA 4 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅠB 4 後 2 2 学修単位 
応用化学ⅡA 5 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅡB 5 後 2 2 学修単位 
応用生物Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
フ
ォ
ー
カ
ス 

機械工作 4 前 2 2 学修単位 
機械製図 4 前 2 2 学修単位 
ロボット基礎力学 4 前 2 2 学修単位 
機械要素設計 4 後 2 2 学修単位 
熱力学 4 後 2 2 学修単位 
流体力学 4 後 2 2 学修単位 
材料力学Ⅰ 5 前 2 2 学修単位 
材料力学Ⅱ 5 後 2 2 学修単位 
計測工学 5 後 2 2 学修単位 
制御工学 5 後 2 2 学修単位 
材料工学 5 前 2 2 学修単位 
熱工学 5 前 2 2 学修単位 
電子回路基礎 5 後 2 2 学修単位 
コンピュータアーキテクチャ 4 後 2 2 学修単位 
プログラミングＡ 5 前 2 2 
プログラミングＢ 5 後 2 2 
課題学修 単位数は別に定める 

必修科目修得単位計 32  0 0 0 0 18 14 
選択科目開設単位計 0  28 0 0 0 14 14 

23

2022/5/1更新



学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

専
門
科
目
・
情
報
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
コ
ー
ス 

専
門
基
礎
科
目 

数理工Ⅰ 4 前 4 4 学修単位 
数理工Ⅱ 4 後 4 4 学修単位 
応用数学Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 
応用数学Ⅱ 4 後 2 2 学修単位 
制御数学 5 前 2 2 学修単位 
応用物理Ⅰ 5 前 2 2 学修単位 
応用物理Ⅱ 5 後 2 2 学修単位 
応用化学ⅠA 4 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅠB 4 後 2 2 学修単位 
応用生物Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
フ
ォ
ー
カ
ス 

情報数学Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 
情報数学Ⅱ 4 後 2 2 学修単位 
情報数学Ⅲ 5 前 2 2 学修単位 
コンピュータシステムＡ 4 前 2 2 学修単位 
コンピュータシステムＢ 4 後 2 2 学修単位 
データ構造とアルゴリズム 4 前 2 2 学修単位 
ソフトウェア工学 4 後 2 2 学修単位 
プログラミング演習 A 4 前 2 2 学修単位 
プログラミング演習 B 4 後 2 2 学修単位 
データベース 5 前 2 2 学修単位 
ソフトウェア工学演習 5 前 2 2 学修単位 
メディア情報 5 前 2 2 学修単位 

オペレーティングシステム 5 後 2 2 学修単位。 
別表第 1−2 参照 

ネットワークシステム演習 5 後 2 2 学修単位。 
別表第 1−2 参照 

ビジネス概論 4 前 2 2 学修単位 
企業会計 5 前 2 2 学修単位 

ビジネス特論 5 後 2 2 学修単位。 
別表第 1−2 参照 

コーオププロジェクト 5 後 (8) (8)  別表第 1−2 参照 
課題学修 単位数は別に定める 

必修科目修得単位計 34  0 0 0 0 26 8 
選択科目開設単位計 0  24  0 0 0 10 14 
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学 年 

授業科目 

配
当
年
次 

単位数 学年別配当 
備 考 必

修 

選
択 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

専
門
科
目
・
応
用
化
学
コ
ー
ス 

専
門
基
礎
科
目 

数理工Ⅰ 4 前 4 4 学修単位 
数理工Ⅱ 4 後 4 4 学修単位 
応用数学Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 
応用数学Ⅱ 4 後 2 2 学修単位 
制御数学 5 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅠA 4 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅠB 4 後 2 2 学修単位 
応用化学ⅡA 5 前 2 2 学修単位 
応用化学ⅡB 5 後 2 2 学修単位 
応用生物Ⅰ 4 前 2 2 学修単位 
応用生物Ⅱ 5 後 2 2 学修単位 

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
フ
ォ
ー
カ
ス 

化学と安全 4 前 2 2 学修単位 
物質の状態と反応 4 前 2 2 学修単位 
化学工学 4 後 2 2 学修単位 
分析化学 4 後 2 2 学修単位 
エネルギー電気化学 4 後 2 2 学修単位 
応用化学実験・演習Ａ 5 前 3 3 学修単位 
応用化学実験・演習Ｂ 5 後 3 3 学修単位 
高分子化学 5 後 2 2 学修単位 
材料工学 5 前 2 2 学修単位 
電気電子材料 5 前 2 2 学修単位 
環境化学 5 前 2 2 学修単位 
物性工学 5 後 2 2 学修単位 
コンピュータアーキテクチャ 4 後 2 2 学修単位 
プログラミングＡ 5 前 2 2 
プログラミングＢ 5 後 2 2 
課題学修 単位数は別に定める 

必修科目修得単位計 44 0 0 0 0 28 16 
選択科目開設単位計 0 14 0 0 0 2 12 

学 年 

修得最低単位数 
単位数 

学年別配当 
備 考 

１
年 

２
年 

３
年 

４
年 

５
年 

合
計 

一般科目修得最低単位数 ８３ 30 30 13 10 
専門科目修得最低単位数 ８４ 8 8 15 53 

修得最低単位数 １６７ 38 38 28 63 
特別活動 ○ 90 単位時間以上実施
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別表第１−２ コーオププロジェクトの履修 
 情報フロンティアコースの５年次後学期の授業科目の履修は、下表のＡ欄或いはＢ欄のいずれかを選択することとする。ただし、Ａ欄
を選択する場合は、５年次前学期終了時にコーオププロジェクトを除き卒業に必要な単位をすべて修得していなければならない。その
場合に、一般科目の総合英語ⅡＢについては５年次前学期に履修し単位を修得すること。 

科目名 
単位数 

科目区分 
必修 選択 

Ａ欄 コーオププロジェクト 8 専門科目・情報 

Ｂ欄 

エンジニアリングデザインⅤＢ 2 専門科目・共創 

オペレーティングシステム 2 専門科目・情報 

ネットワークシステム演習 2 専門科目・情報 

ビジネス概論 2 専門科目・情報 

別表第２ 学校納入金 

授業料  （単位：円） 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 

前 学 期 1 , 5 0 0 , 0 0 0 1 , 5 0 0 , 0 0 0 1 2 5 , 0 0 0  8 0 0 , 0 0 0  8 0 0 , 0 0 0  

後 学 期 1 , 5 0 0 , 0 0 0 1 , 5 0 0 , 0 0 0 1 2 5 , 0 0 0  8 0 0 , 0 0 0  8 0 0 , 0 0 0  
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（趣旨）

第１条 この規程は、国際高等専門学校学則（以下「学則」という。）第

条第２項の規定に基づき、国際高等専門学校（以下「本校」という。）

における学業成績の評価、進級及び卒業の認定に必要な事項について

定めるほか、授業科目の履修、授業科目の出欠等について定める。

（科目の履修）

第２条 学生は学則第９条別表第１教育課程表に基づき、授業科目を履

修する。

２ 各授業科目とも、当該年度に開講した授業時間数の５分の４以上出

席した者は、当該科目の履修を修了したものとする。

（履修の制限）

第３条 １年間に履修することができる授業科目の単位数の上限は、次

の各号に掲げる授業科目を除き 単位とする。

課題学修

校長が認めた科目

（履修制限の特例）

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者は、履修科目の

単位数の上限を超えて授業科目を履修することができる。

別表第１の学業成績の評価に定めるＧＰＡの累積が 以上の

者

相当な理由により、校長が特に認めた者

（再履修）

第５条 原学年に留められた場合の再履修等の取扱いについては、学則

第 条の規定による。

（欠席等）

第６条 欠席等は次の各号に掲げる場合をいう。

欠席とは、出席すべき日に登校しない場合

欠課とは、各授業時間に不在であった場合

遅刻とは、各授業時間の開始に遅れた場合

早退とは、各授業時間の途中で退出し、戻らない場合

（公認欠席等の取扱い）

第７条 前条に定める欠席等が、次の各号に掲げるいずれかの理由によ

るものであるときは、出席として取り扱う。

天災又は交通機関の事故等、本人の責任によらないことが明らか

なとき。

校長が認めた資格試験又は就職試験を受験するとき。

校長が認めた対外試合、対外行事に参加するとき。

忌引のとき。

親族の慶弔事に出席するとき。

学校保健安全法に定める伝染病又はそれに類する病気の発症等

により、校長が出席停止の必要を認めたとき。

その他校長が認めたとき。

２ 前項第４号に定める忌引により出席として取り扱うことができる日

数は、次のとおりとする。

父母 ７日

祖父母、兄弟、姉妹 ３日

曽祖父母、伯父、伯母、叔父、叔母、従兄弟、従姉妹 １日

その他校長が特に認めたもの １日

３ 第１項第５号に定める親族の慶弔事により出席として取り扱うこと

ができる日数は、次のとおりとする。

兄弟、姉妹の結婚式 １日

父母、兄弟、姉妹の慶弔事で校長が特に認めたもの １日

４ 第１項第１号から第３号、第６号及び、第７号により出席として取

り扱うことができる授業科目の時間数又は日数は、その都度校長が定

める。

（試験の種別と実施）

第８条 試験の種別は、定期試験、追試験、再試験、単位追認試験及びそ

の他の試験とし、その実施は次の各号に定めるところによる。

定期試験は、各学期末に行う。

追試験は、やむを得ない理由により定期試験を受けることができ

なかった者について行うことができる。

再試験は、定期試験を実施した授業科目の評点が不合格であった

者について行うことができる。

単位追認試験は、進級が認められた者のうち、当該学年までに取

得すべき授業科目の単位を取得できなかった者について行うこと

ができる。

その他の試験は、科目担当者が必要と認めた場合に適宜行うもの

とする。

（試験の欠席）

第９条 正当な理由なく定期試験を欠席した者、又は懲戒処分のため定

期試験を欠席した者については、当該授業科目の試験の成績を０点と

する。

（不正行為の取扱い）

第 条 定期試験において不正行為を行った者については、当該試験期

間に行われるすべての授業科目の試験の成績を０点とする。

２ 不正行為により試験の成績を０点とした者には、追試験、再試験等

の試験は実施しない。

（成績の判定方法）

第 条 各授業科目の成績は、試験の成績、平素の学習状況、出席状況

等を勘案して、学習支援計画書の評価方法に則り、総合的に判定する。

２ 試験以外の方法によって成績を評価し得る授業科目については、前

項の規定にかかわらず、試験を行わない場合がある。

（成績評価）

第 条 各授業科目の成績は、前条の判定結果に基づき点数化し、

点を満点とする評点により評価する。

２ 授業科目の成績は、当該年度に開講した授業時間数の５分の４以上

出席している者について評価するものとする。出席が５分の４に満た

ない者は出席不良とし、評点を０点とする。

３ 追試験により再評価する授業科目の評点は、元の定期試験の評価に

準ずるものとする。

４ 再試験による再評価で合格とする授業科目の評点は、前条の規定に

かかわらず、第３学年は 点、その他の学年は 点とする。

５ 単位追認試験等により、前年度以前に履修し未修得であった単位を

取得した場合の当該授業科目の評点は、前条の規定にかかわらず、第

３学年は 点、その他の学年は 点とする。

学習指導に関する実施規程
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（成績の評定）

第 条 各授業科目の成績の評定は、別表第１の１及び別表第１の２の

学業成績の評価によるものとする。

（単位修得の認定）

第 条 第 条の規定による成績の評点が第３学年は 点以上、その

他の学年は 点以上の場合、当該授業科目の単位を修得したものと認

定する。

２ 前項の基準に満たなかった授業科目においては未修得科目とし、当

該授業科目の単位を翌年度以降に修得した場合には、原学年において履

修したものとして取り扱う。

３ 出席不良のため未修得となった授業科目の単位の修得には、不足授

業数の補講を受講しなければならない。

（成績への異議申し立て）

第 条 定期試験終了後、学生は科目担当教員に成績を問い合わせ、通

知された成績の内容に疑義がある場合、科目担当教員に異議を申し立て

ることができる。

２ 前項の異議申し立ての期間は、年度ごとに学務会議の議を経て、決

定する。

（進級又は卒業の要件）

第 条 校長は、次の各号のすべてを満たす者について、進級又は卒業

を認め、当該学年の修了を認定することができる。

進級又は卒業の要件となるすべての授業科目の単位が認定され

ていること。

平成 年度以前入学生にあっては、当該学年の特別活動の単位

が認定されていること。

平成 年度以降入学生にあっては、卒業までに特別活動に 時

間以上参加していること。

当該学年における欠席日数が、出席すべき日数の５分の１未満で

あること。

（進級の特例）

第 条 校長は、前条第１号に規定する要件のみを満たすことができな

かった者のうち、次の各号すべての要件を満たす者に限り、進級を認め、

当該学年の修了を認定することができる。

第１学年から第４学年にあっては、別表第２の１及び別表第２の

２の当該学年修了に必須となる授業科目の単位が認定されている

こと。

第１学年から第４学年にあっては、修得単位数が、別表第３の１

及び別表第３の２の進級に必須となる累積単位数を満たしている

こと。

第４学年にあっては、第１学年から第３学年までの必修科目の単

位がすべて認定されていること。

２ 省 略

（在学制限）

第 条 同一学年に２年を超えて在学することはできない。ただし、休

学による場合は、この限りでない。

（進級又は卒業の認定）

第 条 進級又は卒業の認定は、学務会議の議を経て、校長が行う。

附 則

１ 本実施規程に必要な内規は、別に定める。

（中略）

この規程は、令和２年４月１日から改正施行する。

この規程は、令和２年 月１日から改正施行する。

別表第１の１ 学業成績の評価 第１・２・４・５学年

（第 条関係）

評 点 評 定 評価ポイント

～ Ｓ（秀） ４

～ Ａ（優） ３

～ Ｂ（良） ２

～ Ｃ（可） １

０～ Ｄ（成績不可） ０

０ Ｆ（出席不良） ０

ＧＰＡ＝
（評価ポイント×単位数）の総和

履修科目の総単位数

ＧＰＡ（ ）とは、個々の科目の成績評価に基づ

き、全履修科目における１単位当たりの成績評価の平均値を表すもの

である。ＧＰＡによる成績評価は、今後の修学指導における基礎資料

とするばかりでなく、就職指導や大学への進学指導（大学への編入学

推薦出願資格）における基礎資料とする。なお、ＧＰＡは、計算結果

の小数点以下３桁目を四捨五入し、小数点以下２桁までとする。

別表第１の２ 学業成績の評価 第３学年

（第 条関係）

評 点 評 定 評価ポイント

～ Ｓ（秀） ４

～ Ａ（優） ３

～ Ｂ（良） ２

～ Ｃ（可） １

０～ Ｄ（成績不可） ０

０ Ｆ（出席不良） ０

ＧＰＡ＝
（評価ポイント×単位数）の総和

履修科目の総単位数

ＧＰＡ（ ）とは、個々の科目の成績評価に基づ

き、全履修科目における１単位当たりの成績評価の平均値を表すもの

である。ＧＰＡによる成績評価は、今後の修学指導における基礎資料

とするばかりでなく、就職指導や大学への進学指導（大学への編入学

推薦出願資格）における基礎資料とする。なお、ＧＰＡは、計算結果

の小数点以下３桁目を四捨五入し、小数点以下２桁までとする。
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（成績の評定）

第 条 各授業科目の成績の評定は、別表第１の１及び別表第１の２の

学業成績の評価によるものとする。

（単位修得の認定）

第 条 第 条の規定による成績の評点が第３学年は 点以上、その

他の学年は 点以上の場合、当該授業科目の単位を修得したものと認

定する。

２ 前項の基準に満たなかった授業科目においては未修得科目とし、当

該授業科目の単位を翌年度以降に修得した場合には、原学年において履

修したものとして取り扱う。

３ 出席不良のため未修得となった授業科目の単位の修得には、不足授

業数の補講を受講しなければならない。

（成績への異議申し立て）

第 条 定期試験終了後、学生は科目担当教員に成績を問い合わせ、通

知された成績の内容に疑義がある場合、科目担当教員に異議を申し立て

ることができる。

２ 前項の異議申し立ての期間は、年度ごとに学務会議の議を経て、決

定する。

（進級又は卒業の要件）

第 条 校長は、次の各号のすべてを満たす者について、進級又は卒業

を認め、当該学年の修了を認定することができる。

進級又は卒業の要件となるすべての授業科目の単位が認定され

ていること。

平成 年度以前入学生にあっては、当該学年の特別活動の単位

が認定されていること。

平成 年度以降入学生にあっては、卒業までに特別活動に 時

間以上参加していること。

当該学年における欠席日数が、出席すべき日数の５分の１未満で

あること。

（進級の特例）

第 条 校長は、前条第１号に規定する要件のみを満たすことができな

かった者のうち、次の各号すべての要件を満たす者に限り、進級を認め、

当該学年の修了を認定することができる。

第１学年から第４学年にあっては、別表第２の１及び別表第２の

２の当該学年修了に必須となる授業科目の単位が認定されている

こと。

第１学年から第４学年にあっては、修得単位数が、別表第３の１

及び別表第３の２の進級に必須となる累積単位数を満たしている

こと。

第４学年にあっては、第１学年から第３学年までの必修科目の単

位がすべて認定されていること。

２ 省 略

（在学制限）

第 条 同一学年に２年を超えて在学することはできない。ただし、休

学による場合は、この限りでない。

（進級又は卒業の認定）

第 条 進級又は卒業の認定は、学務会議の議を経て、校長が行う。

附 則

１ 本実施規程に必要な内規は、別に定める。

（中略）

この規程は、令和２年４月１日から改正施行する。

この規程は、令和２年 月１日から改正施行する。

別表第１の１ 学業成績の評価 第１・２・４・５学年

（第 条関係）

評 点 評 定 評価ポイント

～ Ｓ（秀） ４

～ Ａ（優） ３

～ Ｂ（良） ２

～ Ｃ（可） １

０～ Ｄ（成績不可） ０

０ Ｆ（出席不良） ０

ＧＰＡ＝
（評価ポイント×単位数）の総和

履修科目の総単位数

ＧＰＡ（ ）とは、個々の科目の成績評価に基づ

き、全履修科目における１単位当たりの成績評価の平均値を表すもの

である。ＧＰＡによる成績評価は、今後の修学指導における基礎資料

とするばかりでなく、就職指導や大学への進学指導（大学への編入学

推薦出願資格）における基礎資料とする。なお、ＧＰＡは、計算結果

の小数点以下３桁目を四捨五入し、小数点以下２桁までとする。

別表第１の２ 学業成績の評価 第３学年

（第 条関係）

評 点 評 定 評価ポイント

～ Ｓ（秀） ４

～ Ａ（優） ３

～ Ｂ（良） ２

～ Ｃ（可） １

０～ Ｄ（成績不可） ０

０ Ｆ（出席不良） ０

ＧＰＡ＝
（評価ポイント×単位数）の総和

履修科目の総単位数

ＧＰＡ（ ）とは、個々の科目の成績評価に基づ

き、全履修科目における１単位当たりの成績評価の平均値を表すもの

である。ＧＰＡによる成績評価は、今後の修学指導における基礎資料

とするばかりでなく、就職指導や大学への進学指導（大学への編入学

推薦出願資格）における基礎資料とする。なお、ＧＰＡは、計算結果

の小数点以下３桁目を四捨五入し、小数点以下２桁までとする。

別表第２の１ 当該学年修了に必須となる授業科目

（第 条関係）

学科 国際理工学科

科

目

１年 エンジニアリングデザインⅠＡ及びⅠＢ

２年 エンジニアリングデザインⅡＡ及びⅡＢ

別表第２の２ 省 略

別表第３の１ 進級又は卒業に必須となる累積単位数

（平成 年度から令和元年度入学生適用、第 条関係）

学科
学年

国際理工学科

１年 （ ）

２年 （ ）

３年 （ ）

４年 （ ※）

５年 （ ）

注１）（ ）は修得最低単位合計

注２）累積単位数には「海外英語研修」及び「課題学修」の単位

数を含めない。

※標準となる修得単位数を表示

別表第３の２ 進級又は卒業に必須となる累積単位数

（令和２年度以降入学生適用、第 条関係）

学科
学年

国際理工学科

１年 （ ）

２年 （ ）

３年 （ ）

４年 （ ※）

５年 （ ）

注１）（ ）は修得最低単位合計

注２）累積単位数には「海外英語研修」及び「課題学修」の単位

数を含めない。

注３）２学年にあっては、１、２学年の卒業の要件となる授業

科目 単位の内、２学年の必修科目２単位分を除く

単位が認定されていること。

※標準となる修得単位数を表示

別表第３の３ 省 略

第１章 総則

第１条 この心得は、国際高等専門学校学則並びに行動規範「 」

に基づき、学生が守るべき事項等について定めるものである。

第２章 言語及び態度

第２条 学生は、徳性を涵養し、知性を錬磨し、良識ある行動をとり、修

学目標とするグローバルイノベーターとなるべく努めなければならな

い。

第３条 学生は、国際高等専門学校（以下「本校」という。）の学生とし

ての品位と誇りをもって行動しなければならない。

第４条 学生は、礼儀をわきまえ、互いに人格を尊重し、助け合い、親し

み合わなければならない。

第５条 学生は、言語と動作はその人間を表すことをわきまえ、常に謙

虚に振る舞い、正しい言葉遣いを身につけなければならない。

第３章 服装及び所持品

第６条 学生は、本校学生としての品位を損なわぬ服装を着用すること

を心がけなければならない。

２ 教員が服装を指定する場合は、それに従わなければならない。

第７条 学生は、学生証を常に所持しなければならない。

第４章 諸届願

第８条 学生は、欠席、欠課、遅刻又は早退をするとき、その届け出をし

なければならない。

第９条 学生は、校外で行われる競技会、文化関係行事、その他会合等

に参加するときは、順次、クラブ顧問及び学生主事の承認を経て、校

長の許可を得なければならない。

第 条 アルバイトをするときは、保護者の同意を得なければならない。

２ 学生が、学校が指定する地域連携活動に参加するときは、クラス担

任の承認を経て、校長の許可を得なければならない。

第 条 改姓、改名、その他学生の戸籍上の身分が異動したときは、住

民票記載事項証明書を添えて、事務局に届け出なければならない。

第 条 学生の住所が変更になったときは、直ちに事務局に届け出なけ

ればならない。

第 条 学生は、自身の保護者等に変更があったときは、速やかに事務

局に届け出なければならない。

第５章 生活態度

第 条 学生は、日常の生活においては別に定める国際高等専門学校生

活規程を守らなければならない。

第 条 学生は、校外においては本校学生としての品位を保つように行

動しなければならない。

第 条 学生は、校地、校舎、教室、実験室、体育館及び寮棟等の美化

清掃に積極的に協力しなければならない。

第 条 学生は、設備備品等の取扱いや整理整頓に十分配慮をなし、そ

の異状を発見したときは、速やかに教職員に申し出なければならない。

第 条 学生は、災害が起こったときは、慌てず、騒がず、自らの命を

最優先に行動しなければならない。

学生心得
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附 則

１ この心得は昭和 年４月１日より施行する。

（中略）

８ この学生心得は令和２年４月１日から改正施行する。

９ この学生心得は令和４年４月１日から改正施行する。

第１章 総則

第１条 この生活規程は、国際高等専門学校学生心得に基づき、学校生

活において学生が守るべき事項について定めるものである。

第２条 学生は、規則正しい生活をし、日ごろから健康管理に努め、欠

席、欠課、遅刻、早退をしない。

第２章 交通

第３条 １、２年生は、原動機付自転車 以下のモーターバイク 及

び自動二輪車の運転免許は取得してはならない。

第４条 原動機付自転車及び自動二輪車で通学する者は、校長の許可を

受けなければならない。

２ 通学に自転車、原動機付自転車及び自動二輪車を使用する場合は、

任意保険に加入していなければならない。

第５条 原動機付自転車及び自動二輪車による通学者は、次のことを守

らなければならない。

道路交通法を遵守し、事故に遭わない運転を心がけること。

ヘルメット フルフェイス型に限る。 を運転時には常に着用する

こと。

第６条 原動機付自転車又は自動二輪車での通学が認められた者であっ

ても、法令違反又は整備不良が判明した場合は、その者の原動機付自

転車及び自動二輪車での通学許可を取り消す。

第７条 自動車による通学はしてはならない。

第３章 その他

第８条 アルバイトを行う場合は、保護者の同意を得なければならない。

２ 国際理工学科の学生に対し、学校が指定する地域連携活動に参加し

たことにより支払われる報酬については、保護者の同意と、校長の許

可を得た上で学生本人が受け取ることができる。

第９条 学生は、国際高等専門学校の誇り得る学生となるために、次の

各号を遵守しなければならない。

校内の美化や清掃に協力し、ゴミは所定のゴミ箱に捨てること。

物を大切に扱い、貴重品は十分に管理して盗難、紛失を避けること。

放課後、教室及びロッカー内には教科書等を置かないこと。

学生として相応しくない場所に出入りしないこと。

第 条 その他、学校生活において学生が守るべき事項の細部について

は教職員の指導に従わなければならない。

附 則

１ この生活規程は昭和 年４月１日から施行する。

（中略）

この生活規程は令和２年４月１日から改正施行する。

この生活規程は令和４年４月１日から改正施行する。

生活規程

30

2022/5/1更新



附 則

１ この心得は昭和 年４月１日より施行する。

（中略）

８ この学生心得は令和２年４月１日から改正施行する。

９ この学生心得は令和４年４月１日から改正施行する。

第１章 総則

第１条 この生活規程は、国際高等専門学校学生心得に基づき、学校生

活において学生が守るべき事項について定めるものである。

第２条 学生は、規則正しい生活をし、日ごろから健康管理に努め、欠

席、欠課、遅刻、早退をしない。

第２章 交通

第３条 １、２年生は、原動機付自転車 以下のモーターバイク 及

び自動二輪車の運転免許は取得してはならない。

第４条 原動機付自転車及び自動二輪車で通学する者は、校長の許可を

受けなければならない。

２ 通学に自転車、原動機付自転車及び自動二輪車を使用する場合は、

任意保険に加入していなければならない。

第５条 原動機付自転車及び自動二輪車による通学者は、次のことを守

らなければならない。

道路交通法を遵守し、事故に遭わない運転を心がけること。

ヘルメット フルフェイス型に限る。 を運転時には常に着用する

こと。

第６条 原動機付自転車又は自動二輪車での通学が認められた者であっ

ても、法令違反又は整備不良が判明した場合は、その者の原動機付自

転車及び自動二輪車での通学許可を取り消す。

第７条 自動車による通学はしてはならない。

第３章 その他

第８条 アルバイトを行う場合は、保護者の同意を得なければならない。

２ 国際理工学科の学生に対し、学校が指定する地域連携活動に参加し

たことにより支払われる報酬については、保護者の同意と、校長の許

可を得た上で学生本人が受け取ることができる。

第９条 学生は、国際高等専門学校の誇り得る学生となるために、次の

各号を遵守しなければならない。

校内の美化や清掃に協力し、ゴミは所定のゴミ箱に捨てること。

物を大切に扱い、貴重品は十分に管理して盗難、紛失を避けること。

放課後、教室及びロッカー内には教科書等を置かないこと。

学生として相応しくない場所に出入りしないこと。

第 条 その他、学校生活において学生が守るべき事項の細部について

は教職員の指導に従わなければならない。

附 則

１ この生活規程は昭和 年４月１日から施行する。

（中略）

この生活規程は令和２年４月１日から改正施行する。

この生活規程は令和４年４月１日から改正施行する。

生活規程

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規程は、国際高等専門学校（以下「本校」という。）の白山

麓キャンパス学生寮（以下「学生寮」という。）の管理運営等について

必要な事項を定め、もって学生寮の円滑かつ適正な運用を図るととも

に、次条の目的を達成するために定める。

（学生寮の目的）

第２条 学生寮は、国際高等専門学校学則第 条に基づき設置する本校

の教育施設であって、学生に対して学校生活への適応を促進するとと

もに、共同生活を営むことにより友情、互助、寛容等の精神を養い、人

間的成長を助長することを目的とする。

第２章 学生寮の管理運営

（管理運営責任者）

第３条 学生寮の管理運営責任者は、国際高等専門学校校長（以下「校

長」という。）とする。ただし、施設部の所掌に係る事項は除く。

２ 校長は、管理運営責任者の職務を学生主事に行わせることができる。

（管理運営実施者）

第４条 学生寮の日常的な管理運営の実施に当たるため、管理運営責任

者の統括のもとに管理運営実施者を置く。

２ 管理運営実施者は、白山麓高専事務室長をもって充てる。

（学生寮委員会）

第５条 学生寮の管理運営を含む全般的事項を審議するため、本校に国

際高等専門学校学生寮委員会（以下「学生寮委員会」という。）を置く。

２ 学生寮委員会は、次に掲げる者を委員として構成する。

校長、副校長、学生主事、高専事務局長、白山麓高専事務室長、施設

部部長、安全衛生委員会委員長

３ 学生寮委員会の委員長は、校長とする。

４ 学生寮委員会は、委員長が必要に応じ随時に招集する。

５ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を学生寮委員

会に招請し、意見を聴くことができる。

（教職員の配置）

第６条 学生寮の管理運営、学生の教育及び生活指導等を行うため、学

生寮に次の各号に掲げる業務を担当する教職員のほか、必要に応じそ

の他の教職員を配置する。

ラーニング・メンター（ＬＭ）は、学生寮における学生の夜間学

習指導を担当する。

レジデント・アドバイザー（ＲＡ）は、学生寮における学生の生

活指導を担当する。

第３章 学生寮生活

（入寮）

第７条 本校の１年次学生及び２年次学生（以下「寮生」という。）は、

学生寮に入寮しなければならない。

２ 入寮に当たっては、定められた期限までに、指定された書類を校長

に提出しなければならない。

３ 校長は、入寮を許可した者が前項の手続きを完了しないとき、又は

虚偽の記載が判明したときは、入寮許可を取り消すことができる。

（順守義務）

第８条 入寮した１年次学生及び２年次学生は、本校が定める諸規則、

学生寮利用の手引き、寮生心得等を順守するほか、教職員の指示に基

づき行動しなければならない。

（退寮）

第９条 校長は、寮生が次に掲げる各号の一に該当したときは、当該寮

生に対し一次的な又は完全な退寮を命ずることができる。

国際高等専門学校学則、その他本校が定める諸規則に違反したと

き。

疾病その他の事由により保健衛生上、共同生活に適しないと認め

るとき。

休学を許可されたとき、又は退学（除籍を含む。）若しくは停学を

命ぜられたとき。

共同生活の秩序又は風紀を乱す行為があったとき。

その他学生寮の管理運営上、著しく支障をきたす行為があったと

き。

２ 退寮に当たっては、居室を原状復帰し、レジデント・アドバイザー

の検認を受けなければならない。

（学生寮における教育）

第 条 寮生は、在学期間中、学生寮においても教育を受けるものとす

る。

（授業期間外の諸経費）

第 条 授業期間外においても学生寮に在寮するときは、食費その他生

活に必要な経費は、寮生の負担とする。

２ 寮生は、授業期間外の諸経費について、本校が定める額を本校が指

定する方法で所定の期日までに納めなければならない。

（ユニット・リーダー）

第 条 学生寮には、寮生から選考したユニット・リーダー（ＵＬ）を

置く。

２ ユニット・リーダーはレジデント・アドバイザーを補佐する。

３ ユニット・リーダーの選考、任期等については別に定める。

（集会等）

第 条 寮生が学生寮内又は学生寮外において集会・催し物等（以下「集

会等」という。）を行おうとするときは、レジデント・アドバイザーの

許可を受けなければならない。

２ 集会等責任者は、集会等終了後速やかにレジデント・アドバイザー

に経過を報告しなければならない。

３ 集会等の内容が本校の教育方針に反する場合、又は一般的な社会通

念に反すると思われる等の場合は、レジデント・アドバイザーは集会

等を中止させることができる。

（掲示物）

第 条 寮生が学生寮内に掲示物を掲示しようとするときは、レジデン

ト・アドバイザーの許可を受けなければならない。

２ 掲示の場所、期間、様式等については、レジデント・アドバイザーの

指示に従わなければならない。

３ 掲示責任者は、掲示期間満了後速やかに掲示物を撤去しなければな

らない。

４ 寮生以外の者が学生寮内に掲示物の掲示を希望するときは、レジデ

ント・アドバイザーの許可を受け、その指示に従わなければならない。

学生寮規程
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（施設等の保全）

第 条 寮生は、居室、ユニット、共同施設その他学生寮の施設、設備

及び備品を常に正常な状態に保全するよう努めなければならない。

２ 寮生は、故意又は過失により施設、設備及び備品を減失、破損又は

汚染したときは、その原状回復を図り、又は原状回復に要する経費を

弁済しなければならない。

（所持品）

第 条 寮生は、定められたもの以外のものを学生寮に持ち込んではな

らない。

２ 寮生は、所持品の自己管理を徹底しなければならない。

（盗難・事故）

第 条 寮生は、盗難その他事故の発生防止に努めなければならない。

２ 寮生は、盗難その他事故の発生を知ったときは、速やかにレジデン

ト・アドバイザーに通報しなければならない。

（災害防止）

第 条 寮生は、火災その他の災害防止について、常に細心の注意を払

わなければならない。

２ 寮生は、本校が行う防火訓練、その他の災害防止対策に積極的に参

加しなければならない。

（健康の維持・増進）

第 条 寮生は、自身の健康の維持・増進を図るよう努めなければなら

ない。

２ 校長は、必要があると認めるときは、寮生に対する健康診断又は予

防接種を実施するものとする。

（環境整備）

第 条 寮生は、学生寮内外の清掃を実施し、清潔整頓を旨として、快

適な環境の保持に努めなければならない。

（生活区域）

第 条 寮生は、相互に異性の学生寮生活区域に立ち入ってはならない。

２ 寮生が、前項に掲げる区域に立ち入る必要が生じたときは、レジデ

ント・アドバイザーに申し出て、その指示に従わなければならない。

（居室立入）

第 条 教職員は、学生指導又は管理運営上の必要があるとき、又は緊

急やむを得ないとき等の場合は、寮生の居室に入室することができる。

（閉寮）

第 条 校長は、夏期休業、冬期休業等の長期休業期間に学生寮を閉寮

する期間を設けることができる。

２ 寮生は、校長が許可したときを除いて、閉寮期間中は学生寮に立ち

入ることができない。

第４章 雑則

（寮外者の立入）

第 条 寮生との面会、施設の見学等のため学生寮内への立ち入りを希

望する者は、レジデント・アドバイザーの許可を受け、その指示に従

わなければならない。

（寮外者による施設等の利用）

第 条 寮生以外の者が、学生寮の施設、設備及び備品の利用を希望す

るときは、校長の許可を受け、レジデント・アドバイザーの指示に従

わなければならない。

（事務担当）

第 条 学生寮に関する事務は、白山麓高専事務室が担当する。

（その他の事項）

第 条 この規程に定めるもののほか、学生寮に関し必要な事項は、別

に定める。

附 則

１ この規程は、平成 年 月 日から施行する。
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（施設等の保全）

第 条 寮生は、居室、ユニット、共同施設その他学生寮の施設、設備

及び備品を常に正常な状態に保全するよう努めなければならない。

２ 寮生は、故意又は過失により施設、設備及び備品を減失、破損又は

汚染したときは、その原状回復を図り、又は原状回復に要する経費を

弁済しなければならない。

（所持品）

第 条 寮生は、定められたもの以外のものを学生寮に持ち込んではな

らない。

２ 寮生は、所持品の自己管理を徹底しなければならない。

（盗難・事故）

第 条 寮生は、盗難その他事故の発生防止に努めなければならない。

２ 寮生は、盗難その他事故の発生を知ったときは、速やかにレジデン

ト・アドバイザーに通報しなければならない。

（災害防止）

第 条 寮生は、火災その他の災害防止について、常に細心の注意を払

わなければならない。

２ 寮生は、本校が行う防火訓練、その他の災害防止対策に積極的に参

加しなければならない。

（健康の維持・増進）

第 条 寮生は、自身の健康の維持・増進を図るよう努めなければなら

ない。

２ 校長は、必要があると認めるときは、寮生に対する健康診断又は予

防接種を実施するものとする。

（環境整備）

第 条 寮生は、学生寮内外の清掃を実施し、清潔整頓を旨として、快

適な環境の保持に努めなければならない。

（生活区域）

第 条 寮生は、相互に異性の学生寮生活区域に立ち入ってはならない。

２ 寮生が、前項に掲げる区域に立ち入る必要が生じたときは、レジデ

ント・アドバイザーに申し出て、その指示に従わなければならない。

（居室立入）

第 条 教職員は、学生指導又は管理運営上の必要があるとき、又は緊

急やむを得ないとき等の場合は、寮生の居室に入室することができる。

（閉寮）

第 条 校長は、夏期休業、冬期休業等の長期休業期間に学生寮を閉寮

する期間を設けることができる。

２ 寮生は、校長が許可したときを除いて、閉寮期間中は学生寮に立ち

入ることができない。

第４章 雑則

（寮外者の立入）

第 条 寮生との面会、施設の見学等のため学生寮内への立ち入りを希

望する者は、レジデント・アドバイザーの許可を受け、その指示に従

わなければならない。

（寮外者による施設等の利用）

第 条 寮生以外の者が、学生寮の施設、設備及び備品の利用を希望す

るときは、校長の許可を受け、レジデント・アドバイザーの指示に従

わなければならない。

（事務担当）

第 条 学生寮に関する事務は、白山麓高専事務室が担当する。

（その他の事項）

第 条 この規程に定めるもののほか、学生寮に関し必要な事項は、別

に定める。

附 則

１ この規程は、平成 年 月 日から施行する。

Ⅰ 学生寮運営の基本方針

本校では、以下の基本方針のもと人間形成の場（教育寮）として学

生寮を運営します。

１．学生寮とは

本校の学生寮は教育寮であり、「学園共同体が共有する

を行動規範とし、様々な価値観を持つ人々を尊重し互いの成長と学び

を支え合う教育施設」です。

学生寮は、「 」「 」「 」「 」の 棟

で構成されており、男女は棟により分けられています。棟の名称とな

っている４つの星は、幸運を呼ぶ星“ロイヤルスター”と呼ばれてお

り、方角・位置を表しています。学生生活を送る学生達には白山麓の

夜空を楽しみ、自身も輝いていて欲しいという願いが込められていま

す。

２．学生寮の運営体制

寮生の安全確保と規律ある生活維持に向け、教職員や警備員を配置

しています。各寮の玄関には、防犯カメラの他、カード認証による防

犯装置を設置し、寮生の安全に配慮しています。警備員はキャンパス

内を 時間見回り、警備します。指導または管理上必要な場合、教職

員、警備員が居室に立入る場合があります。また、学生寮での生活を

安全・安心・快適に過ごすため、寮生自らが寮の運営に携わります。

【レジデント・アドバイザー（ＲＡ）の役割について】

ＲＡは学生主事と綿密な連携のもと、寮生の生活指導、支援、アド

バイスを行います。日常生活を安全に送るうえで寮生からの様々な活

動報告を受ける窓口となりますので、分からないことや困ったことが

あれば、相談してください。

３．寮での生活指導等

規律ある生活習慣を身につけ、自主・自立及び自律の精神を培うこ

とを指導方針とします。また、多様な価値観、文化の中で、互いの役

割と自分の役割を認識し、主体的に行動できるようガイダンスや生活

指導を必要に応じて行います。また、主体的な生活態度を育成するた

め、寮行事の創造・活性化を通して全ての寮生の自律・責任意識の向

上を図ります。

４．寮則違反等の対応

本校の規則、学生寮規程、この手引き等に従えない寮生で、指導等

によって改善が見込まれない場合は退学等の処分を行います。

Ⅱ 学生寮での生活

寮室内のリビングを共有する個室で形成される空間をユニットと呼

びます。ユニット・メンバー（ＵＭ）の中から 名のユニット・リー

ダー（ＵＬ）を決め、ＵＬはＵＭの安全・安心・快適な生活の確保に努

めます。

１．学生生活の日課

（点呼）

寮生の所在と安全確認のため、寮生は定められた時間および場所

にてルールに則り （点呼）を行います。状況に応じて、

検温する場合があります。

食事

レストラン「 」にて、定められた時間内

に食事をしてください。時間を過ぎると食事を提供できない場合が

あります。なお、食事の時間や形態は、学校行事等により変更する

場合があります。

朝食（平日： ～ 、土曜・日曜・祝日： ～ ）

昼食（平日： ～ 、土曜・日曜・祝日： ～ ）

夕食（ ～ ）

利用時間（食事時間と同じ）

「 」横の「 」では、簡易な生活日

用品や文房具などを購入することができます。

ラーニングセッション（ ～ ）

ラーニングセッションの時間は、全員が必修とするアクティブラ

ーニングの時間です。あらかじめ指定された時間・場所に集まり、

当日の振り返り、翌日以降の学習準備のほか、チーム学習などを行

います。ＬＭが必要に応じてサポートします。確実な学習の定着、

能力獲得に向け、有効に利用してください。

シャワー・入浴

各ユニット内にシャワールームが設置されています。ＵＭの迷惑

にならないよう、消灯までに済ませてください。

入浴を希望する場合は、キャンパス内にある天然温泉「はくさん

比咩の湯温泉」を無料で利用することができます。受付で学生証を

提示し、施設の利用規定を守り利用してください。

消灯と就寝

自室以外は 消灯です。消灯後も勉強を続けたい場合は、各

自の居室で行ってください。睡眠は健康上とても重要であることか

ら、翌日に影響が出ないように心掛けるとともに、ＵＭの就寝を妨

げないようにしてください。

外出・外出延長・外泊

帰寮時間は を厳守してください。定められた範囲を超える

場所への外出や、帰寮時間を超えての外出のほか、寮を離れ外泊す

る場合は、所定の手続きを行い学校の許可を受けなければいけませ

ん。急なトラブルで帰寮できない場合には、必ず白山麓キャンパス

へ連絡し、事情を説明してください。

清掃

自室はもちろん、ユニット内の共有スペースや、洗面所・脱衣所、

トイレ、その他共有キッチンやランドリールームなど、寮生が利用

するスペースは寮生自身で清掃するとともに、整理・整頓のうえ、

清潔に使用しなければなりません。

当番

学生寮では寮生が種々の役割を分担します。寮生活の円滑な進行

をするために係りを設け、当番制で役割を担います。

寮関連の諸行事

寮生が主体となり、催し物を計画・実行することができます。実

施するには、内容・詳細をもとにＲＡの許可を得てください。

学生寮・施設利用の手引き
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２．寮への持込品

個人の持込品は、各自の物であることが分かるようにしておいて

ください。

集団生活の場であることを考えて、大型のものや他人の迷惑にな

るもの、設置や取り付けに工事が必要となるもの、高価なもの、生

活家電製品のほか、発熱・火災の心配のあるものなどは持ち込まな

いでください。また、自動二輪、原動機付自転車も持ち込みできま

せん。持ち込み不可と判断されたものは、各自で自宅などへ送るか、

処分するなど、費用が発生する場合もありますので、持込可否の不

明な物品については、必ず事前に白山麓高専事務室へ確認してくだ

さい。

【持込禁止品（例）】

① 原動機付自転車及び自動二輪車。

② 家電製品（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、大型のオーディオ製品）。

③ 熱を発する家電製品（炊飯器、オーブントースター、電気ポッ

ト、コーヒーメーカー、コタツ、ストーブ、足温器、電気毛布、

布団乾燥機、アイロン等）。

④ ナイフ等の人に危害を加える恐れのあるもの。

⑤ ガソリン、シンナー等の引火性のある薬品類、お香や花火など。

⑥ その他上記以外に、周囲の人、施設・設備等に災害・危険が生

じると判断されるもの。

現金

現金等は、紛失事故等を未然に防ぐために、現金は必要なときに

必要最小限の金額を最寄りの郵便局等のＡＴＭで引出し、自己管理

を徹底してください。

尾口郵便局 石川県白山市瀬戸申２７−１

※銀行ＡＴＭは、近隣にはありません。

貴重品の管理

財布や保険証などの貴重品は、施錠できる引き出しに入れ、必ず

施錠して保管してください。また、自室を離れる場合は必ず施錠を

行うなど、各自で管理してください。

３．宅配便について

学生寮に届いた荷物は、掲示または個別に連絡しますので、本人が

事務室に申し出て受け取ってください。なお、代引き、着払い等、受

け取りの際に料金の支払いが発生するものは原則として取り扱いで

きません。

４．病気・ケガ等の緊急時について

病気、ケガなどの場合は、ＲＡ・警備室に連絡してください。医療

機関にかかる場合には保険証が必要になります。

Ⅲ 寮の施設・設備とその利用法

１．居室の使用について

自室内のワードローブやベッドの配置を変えないでください。備え

付けの物品は大切に使用し、万一破損や、汚損、紛失したときは直ち

にＲＡに報告してください。

前学期と後学期の部屋替えや退寮時には自室を元の状態に戻してく

ださい。

入居時に、自室の破損・汚損状況を確認し、破損・汚損箇所があれ

ば、速やかにＲＡに申し出てください。

自室には本人以外を宿泊させることはできません。また、寮生であ

っても、 以降に他の居室やユニットへの出入りはできません。

自室の鍵は、本人のみが所有し、各自で管理するとともに、紛失し

た場合は速やかにＲＡに申し出てください。また、鍵の複製も禁止で

す。

２．インターネットの利用について

寮内ではインターネットの利用ができます。利用に際しては、情報

倫理に関する学習「 」を受講し合格する必要があります。関連

する法律、ルール、マナーを守り利用してください。

他の利用者へ迷惑となる利用や、ルールを守れない場合は、インタ

ーネットの利用制限や利用禁止の対象となります。なお、ネットワー

クセキュリティ確保のため、インターネット接続には制限があります。

３．寮生活での共同設備等の利用について

共用ホール、共用キッチン

寮生は、各棟各階のコミュニケーションスペースに設置された、

テレビ、テーブル、椅子、調理コーナーを利用することができます。

ランドリールーム

各棟には洗濯機と乾燥機が設置されています。洗濯物の放置は他

の利用者の迷惑になるので、洗濯が済んだ後は速やかに引き上げて

ください。

靴箱

靴箱は各ユニット玄関にあります。ユニット内は土足禁止となっ

ているので、室内用のスリッパに必ず履き替えてください。

ごみ庫

「 」棟 階に設置されています。ごみは、指定の分別方

法に従い各自で出してください。粗大ごみを処分する場合は、ＲＡ

に申し出てください。

リネン庫

「 」棟 階に設置されています。シーツ類は毎週月曜日

に回収します。毎週末に各自で交換してください。

自転車置場

「 」棟 階に自転車置き場があり、貸出用自転車があり

ます。利用後は必ず施錠し返却してください。

保健室

保健室は、イノベーションハブの１階にあります。看護師の在室

時間は平日 ～ 、土曜 ～ です。

カウンセリングセンター高専分室

イノベーションハブ１階の保健室隣にカウンセリングルームが

あります。
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２．寮への持込品

個人の持込品は、各自の物であることが分かるようにしておいて

ください。

集団生活の場であることを考えて、大型のものや他人の迷惑にな

るもの、設置や取り付けに工事が必要となるもの、高価なもの、生

活家電製品のほか、発熱・火災の心配のあるものなどは持ち込まな

いでください。また、自動二輪、原動機付自転車も持ち込みできま

せん。持ち込み不可と判断されたものは、各自で自宅などへ送るか、

処分するなど、費用が発生する場合もありますので、持込可否の不

明な物品については、必ず事前に白山麓高専事務室へ確認してくだ

さい。

【持込禁止品（例）】

① 原動機付自転車及び自動二輪車。

② 家電製品（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、大型のオーディオ製品）。

③ 熱を発する家電製品（炊飯器、オーブントースター、電気ポッ

ト、コーヒーメーカー、コタツ、ストーブ、足温器、電気毛布、

布団乾燥機、アイロン等）。

④ ナイフ等の人に危害を加える恐れのあるもの。

⑤ ガソリン、シンナー等の引火性のある薬品類、お香や花火など。

⑥ その他上記以外に、周囲の人、施設・設備等に災害・危険が生

じると判断されるもの。

現金

現金等は、紛失事故等を未然に防ぐために、現金は必要なときに

必要最小限の金額を最寄りの郵便局等のＡＴＭで引出し、自己管理

を徹底してください。

尾口郵便局 石川県白山市瀬戸申２７−１

※銀行ＡＴＭは、近隣にはありません。

貴重品の管理

財布や保険証などの貴重品は、施錠できる引き出しに入れ、必ず

施錠して保管してください。また、自室を離れる場合は必ず施錠を

行うなど、各自で管理してください。

３．宅配便について

学生寮に届いた荷物は、掲示または個別に連絡しますので、本人が

事務室に申し出て受け取ってください。なお、代引き、着払い等、受

け取りの際に料金の支払いが発生するものは原則として取り扱いで

きません。

４．病気・ケガ等の緊急時について

病気、ケガなどの場合は、ＲＡ・警備室に連絡してください。医療

機関にかかる場合には保険証が必要になります。

Ⅲ 寮の施設・設備とその利用法

１．居室の使用について

自室内のワードローブやベッドの配置を変えないでください。備え

付けの物品は大切に使用し、万一破損や、汚損、紛失したときは直ち

にＲＡに報告してください。

前学期と後学期の部屋替えや退寮時には自室を元の状態に戻してく

ださい。

入居時に、自室の破損・汚損状況を確認し、破損・汚損箇所があれ

ば、速やかにＲＡに申し出てください。

自室には本人以外を宿泊させることはできません。また、寮生であ

っても、 以降に他の居室やユニットへの出入りはできません。

自室の鍵は、本人のみが所有し、各自で管理するとともに、紛失し

た場合は速やかにＲＡに申し出てください。また、鍵の複製も禁止で

す。

２．インターネットの利用について

寮内ではインターネットの利用ができます。利用に際しては、情報

倫理に関する学習「 」を受講し合格する必要があります。関連

する法律、ルール、マナーを守り利用してください。

他の利用者へ迷惑となる利用や、ルールを守れない場合は、インタ

ーネットの利用制限や利用禁止の対象となります。なお、ネットワー

クセキュリティ確保のため、インターネット接続には制限があります。

３．寮生活での共同設備等の利用について

共用ホール、共用キッチン

寮生は、各棟各階のコミュニケーションスペースに設置された、

テレビ、テーブル、椅子、調理コーナーを利用することができます。

ランドリールーム

各棟には洗濯機と乾燥機が設置されています。洗濯物の放置は他

の利用者の迷惑になるので、洗濯が済んだ後は速やかに引き上げて

ください。

靴箱

靴箱は各ユニット玄関にあります。ユニット内は土足禁止となっ

ているので、室内用のスリッパに必ず履き替えてください。

ごみ庫

「 」棟 階に設置されています。ごみは、指定の分別方

法に従い各自で出してください。粗大ごみを処分する場合は、ＲＡ

に申し出てください。

リネン庫

「 」棟 階に設置されています。シーツ類は毎週月曜日

に回収します。毎週末に各自で交換してください。

自転車置場

「 」棟 階に自転車置き場があり、貸出用自転車があり

ます。利用後は必ず施錠し返却してください。

保健室

保健室は、イノベーションハブの１階にあります。看護師の在室

時間は平日 ～ 、土曜 ～ です。

カウンセリングセンター高専分室

イノベーションハブ１階の保健室隣にカウンセリングルームが

あります。

ボルダリングウォール

ボルダリングウォールは、イノベーションハブ１階にあります。

利用案内をよく読んで安全に利用してください。

各施設の利用時間について

校舎棟及び体育館の利用時間は ： ～ ： です。校舎棟・寮

棟及び体育館への入退館には学生証によるカード認証が必要です。

ただし、セキュリティ上カード認証されない時間帯もあります。学

生証を持参していない場合や、カード認証時間外により通行できな

くなった場合は、イノベーションハブ１階警備室へ申し出てくださ

い。

４．閉寮期間について

夏期休業期間、冬期休業期間などの長期休業期間に閉寮期間が設定

されます。閉寮期間は学生寮への立ち入りができません。

Ⅳ 費用について

１．授業料に含まれる寮生活に関する費用等について

・授業期間中における学生の居住費

・授業期間中における学生の食費

・学生が寮生活を送るうえで必要となる電気、水道などの光熱費

２．その他、別途必要となる費用等について

休業期間中の食費

休業期間中の食事は有料です。所定の期日までに、事前に申請を

してください。詳細については、別途ご連絡いたします。

保護者が来訪した際の食事について

保護者が来訪した際に、食事が必要となる場合は、有料にて準備

することが可能です。 週間以上前にお問合せください。

欠食（食事をとらなかった場合）について

授業期間中の欠食は、返金しません。ただし、休業期間中の申請

済み食事については、所定の日までに欠食を届け出た場合に限り、

返金対応をします。

（名称）

第１条 本会は国際高等専門学校学生会と称する。

（目的）

第２条 本会は国際高等専門学校（以下「本校」という。）の指導のもと

に本校の学生が自発的な活動を行い、それを通して自治的精神の向上

を図り、人格を陶冶し、高等専門教育の目的達成に資することを目的

とする。

（構成）

第３条 本会は、本校の全学生（以下「会員」という。）をもって構成す

る。

（役員）

第４条 本会に次の役員を置く。

会長 １名 第４学年又は第５学年

副会長 ２名 第４学年又は第５学年から１名、及び第１学年

又は第２学年から１名

書記 １名 第４学年又は第５学年

会計 ２名 第４学年又は第５学年から１名、及び第１学年

又は第２学年から１名

監査委員 ２名 第４学年及び第５学年から各１名

（役員の選出）

第５条 役員は、会員による選挙により選出する。

２ 役員は、立候補した会員（以下「立候補者」という。）の中から選出

する。

３ 立候補者が１名の場合は、信任投票を行う。

４ 立候補者がいない場合、又は前項に基づく信任投票の結果立候補者

が信任されなかったときは、役員は学級委員から信任投票により選出

する。

５ 前項に基づき学級委員が役員に選出されたときは、当該役員は学級

委員を辞任しなければならない。

（役員の任期）

第６条 役員の任期は、４月１日から翌年３月 日までの１年とする。

ただし、補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 役員は、任期満了後も次期役員が就任するまでは、なおその職務を

続けなければならない。

（役員の解任と退任）

第７条 役員 監査委員を除く。は、第 条に定める学生会議会の総議

員 欠員を含む。以下同じ。 の３分の２以上の議決により解任するこ

とができる。

２ 役員（監査委員を含む。）は、病気その他の理由により職務を遂行で

きなくなったときは、退任しなければならない。

３ 役員に欠員が生じた場合は、２週間以内に学級委員から選出するも

のとする。

（役員の職務）

第８条 役員の職務は、次の各号に定めるとおりとする。

会長は、本会を代表し、会務を総理する。ただし、会務を総理す

るに当たっては、学生主事の指導承認を受けなければならない。

副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行

する。

書記は、本会の記録書類の整備保管及び庶務的事務を行い、学生

会議会の書記を兼任する。

学生会会則
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会計は、本会の会計に関する事務を行い、学生主事の指導のもと

に本会の財務管理に当たり、出納については本校の事務局長に委任

する。

監査委員は、本会の会計及び部室の管理状況、設備、備品の監査

を行う。

（選挙管理委員会）

第９条 本会に、役員の選挙の管理に当たる選挙管理委員会を置く。

２ 選挙管理委員会は、各学級（留学中の第３学年を除く。）から選出す

る２名の委員をもって組織する。

３ 選挙管理委員会には、委員の互選により選出する委員長１名、副委

員長１名を置く。

（学生会議会）

第 条 本会に、最高議決機関として学生会議会（以下「議会」という。）

を置く。

２ 議会は、役員、各学級から選出された学級委員２名及び第 条第５

項に定める専門委員会の委員長をもって議員とし、これを組織する。

ただし、第３学年が留学中であるときは、当該第３学年の学級委員は

除く。

３ 議会の議決権は議員のみが有する。

４ 学級委員が専門委員会委員長を兼務する場合は、専門委員会委員長

としての議決権を有しない。

５ 議員は、議会を欠席する場合は、委任状を提出しなければならない。

６ 議会は、総議員の３分の２以上の出席により成立する。

７ 議会の議事は、出席議員の過半数でこれを決し、可否同数のときは

議長がこれを決する。

８ 議員は、議会で行った演説、討論又は表決について議会外で責任を

問われない。

９ 第 条第２項に定めるクラブの代表は、必要に応じて議会に出席し、

発言することができる。

（議員の任期）

第 条 議員の任期は４月１日から翌年３月 日までの１年とする。

（議会の開会）

第 条 議会は、定例議会と臨時議会とし、会長が招集する。

２ 会長は、議会の招集日時、場所、議題、その他必要な事項を議会開会

の３日以前に公示しなければならない。ただし、臨時議会の場合はこ

の限りでない。

３ 定例議会は、毎年５月及び１１月に開会する。

（臨時議会の開会）

第 条 臨時議会は、次のいずれかの場合に開会しなければならない。

第 条に定める執行委員会が開会の必要を認めたとき。

総議員の３分の２以上から開会要求があったとき。

（議長）

第 条 議会の議長は、定例議会ごとに出席議員の互選により選出する。

２ 議長は副議長を指名しなければならない。

（議長及び副議長の任期）

第 条 議長及び副議長の任期は、定例議会における議長選出のときか

ら、次期定例議会における議長選出のときまでとする。

（執行委員会）

第 条 本会に、最高執行機関として執行委員会を置く。

２ 執行委員会は、役員 監査委員を除く。 及び次条第５項に定める専

門委員会の委員長をもって組織する。

３ 執行委員会は、本会に必要な事項の原案を作り議会に提出する。

４ 執行委員会は、議会の決議事項を執行する。

（専門委員会）

第 条 本会に、執行委員会の職務を補佐するために、次の各号に定め

る専門委員会を置き、当該各号に定める学級及びクラブから選出する

委員をもって構成する。

学級委員会 各学級２名

文化・体育委員会 各学級２名

クラブ活動委員会 各クラブ１名

２ 学級委員会は、学級委員によって組織し、本会の運営に協力すると

ともに第 条に定める学生会顧問の指導のもとに校紀校風の醸成向

上に当たる。

３ 文化・体育委員会は、文化・体育委員によって組織し、本校行事の運

営に協力する。

４ クラブ活動委員会は、次条第２項に定めるクラブの部長によって組

織し、各クラブの健全な活動向上にあたる。

５ 各専門委員会には、委員の互選により選出された委員長１名、副委

員長１名を置く。

６ 副委員長は、委員長よりも下級学年の者であることが望ましい。

７ 本会は、必要に応じ議会の承認を得てその他の専門委員会を置くこ

とができる。

（クラブ）

第 条 本会に、会員の健全な趣味、豊富な教養、強健な体力を養うと

ともに集団協力の態度を培うため、別表に掲げるクラブを置く。

２ クラブには、クラブを代表する部長を置かなければならない。

３ クラブの新設、合併及び廃部は、次の各号に定める手続きを経て議

会で協議可決し、校長の承認を得なければならない。

クラブを新設する場合は、代表者が賛同者５名を集め、申請書を

議会に提出しなければならない。

クラブを合併する場合は、合併後の代表者が申請書を議会に提出

しなければならない。

クラブを廃止する場合は、部長が廃部届を議会に提出しなければ

ならない。

４ クラブ活動等については、別に定める。

（クラブ顧問）

第 条 各クラブには、校長が任命するクラブ顧問を置かなければなら

ない。

（会計）

第 条 本会の会計年度は、４月１日から翌年３月 日までとする。

２ 本会の経費は、会費、寄付金、その他をもってこれに当てる。

３ 本会の予算、決算は、議会の承認を受けなければならない。

（最高顧問）

第 条 本会に最高顧問を置き、本校の校長がこれに当たる。

２ 最高顧問は、本会の議決が学校行政や学生指導に障害を及ぼし、若

しくは校長の法的責任を侵すと認めたときは、これを拒否することが

できる。

36

2022/5/1更新



会計は、本会の会計に関する事務を行い、学生主事の指導のもと

に本会の財務管理に当たり、出納については本校の事務局長に委任

する。

監査委員は、本会の会計及び部室の管理状況、設備、備品の監査

を行う。

（選挙管理委員会）

第９条 本会に、役員の選挙の管理に当たる選挙管理委員会を置く。

２ 選挙管理委員会は、各学級（留学中の第３学年を除く。）から選出す

る２名の委員をもって組織する。

３ 選挙管理委員会には、委員の互選により選出する委員長１名、副委

員長１名を置く。

（学生会議会）

第 条 本会に、最高議決機関として学生会議会（以下「議会」という。）

を置く。

２ 議会は、役員、各学級から選出された学級委員２名及び第 条第５

項に定める専門委員会の委員長をもって議員とし、これを組織する。

ただし、第３学年が留学中であるときは、当該第３学年の学級委員は

除く。

３ 議会の議決権は議員のみが有する。

４ 学級委員が専門委員会委員長を兼務する場合は、専門委員会委員長

としての議決権を有しない。

５ 議員は、議会を欠席する場合は、委任状を提出しなければならない。

６ 議会は、総議員の３分の２以上の出席により成立する。

７ 議会の議事は、出席議員の過半数でこれを決し、可否同数のときは

議長がこれを決する。

８ 議員は、議会で行った演説、討論又は表決について議会外で責任を

問われない。

９ 第 条第２項に定めるクラブの代表は、必要に応じて議会に出席し、

発言することができる。

（議員の任期）

第 条 議員の任期は４月１日から翌年３月 日までの１年とする。

（議会の開会）

第 条 議会は、定例議会と臨時議会とし、会長が招集する。

２ 会長は、議会の招集日時、場所、議題、その他必要な事項を議会開会

の３日以前に公示しなければならない。ただし、臨時議会の場合はこ

の限りでない。

３ 定例議会は、毎年５月及び１１月に開会する。

（臨時議会の開会）

第 条 臨時議会は、次のいずれかの場合に開会しなければならない。

第 条に定める執行委員会が開会の必要を認めたとき。

総議員の３分の２以上から開会要求があったとき。

（議長）

第 条 議会の議長は、定例議会ごとに出席議員の互選により選出する。

２ 議長は副議長を指名しなければならない。

（議長及び副議長の任期）

第 条 議長及び副議長の任期は、定例議会における議長選出のときか

ら、次期定例議会における議長選出のときまでとする。

（執行委員会）

第 条 本会に、最高執行機関として執行委員会を置く。

２ 執行委員会は、役員 監査委員を除く。 及び次条第５項に定める専

門委員会の委員長をもって組織する。

３ 執行委員会は、本会に必要な事項の原案を作り議会に提出する。

４ 執行委員会は、議会の決議事項を執行する。

（専門委員会）

第 条 本会に、執行委員会の職務を補佐するために、次の各号に定め

る専門委員会を置き、当該各号に定める学級及びクラブから選出する

委員をもって構成する。

学級委員会 各学級２名

文化・体育委員会 各学級２名

クラブ活動委員会 各クラブ１名

２ 学級委員会は、学級委員によって組織し、本会の運営に協力すると

ともに第 条に定める学生会顧問の指導のもとに校紀校風の醸成向

上に当たる。

３ 文化・体育委員会は、文化・体育委員によって組織し、本校行事の運

営に協力する。

４ クラブ活動委員会は、次条第２項に定めるクラブの部長によって組

織し、各クラブの健全な活動向上にあたる。

５ 各専門委員会には、委員の互選により選出された委員長１名、副委

員長１名を置く。

６ 副委員長は、委員長よりも下級学年の者であることが望ましい。

７ 本会は、必要に応じ議会の承認を得てその他の専門委員会を置くこ

とができる。

（クラブ）

第 条 本会に、会員の健全な趣味、豊富な教養、強健な体力を養うと

ともに集団協力の態度を培うため、別表に掲げるクラブを置く。

２ クラブには、クラブを代表する部長を置かなければならない。

３ クラブの新設、合併及び廃部は、次の各号に定める手続きを経て議

会で協議可決し、校長の承認を得なければならない。

クラブを新設する場合は、代表者が賛同者５名を集め、申請書を

議会に提出しなければならない。

クラブを合併する場合は、合併後の代表者が申請書を議会に提出

しなければならない。

クラブを廃止する場合は、部長が廃部届を議会に提出しなければ

ならない。

４ クラブ活動等については、別に定める。

（クラブ顧問）

第 条 各クラブには、校長が任命するクラブ顧問を置かなければなら

ない。

（会計）

第 条 本会の会計年度は、４月１日から翌年３月 日までとする。

２ 本会の経費は、会費、寄付金、その他をもってこれに当てる。

３ 本会の予算、決算は、議会の承認を受けなければならない。

（最高顧問）

第 条 本会に最高顧問を置き、本校の校長がこれに当たる。

２ 最高顧問は、本会の議決が学校行政や学生指導に障害を及ぼし、若

しくは校長の法的責任を侵すと認めたときは、これを拒否することが

できる。

３ 最高顧問は、本会の会員数が著しく少ない等によって本会運営が困

難と認めた場合は、本会会長と協議の上、この会則に定める役員等の

人数を調整することができる。

（学生会顧問）

第 条 本会に、校長によって任命された学生会顧問を置く。

２ 学生会顧問は、最高顧問、クラブ顧問及び学生主事と連携し、本会

が第２条に定める目的を達成することができるよう、本会の運営をサ

ポートする。

（改廃）

第 条 この会則の改廃は、議会において総議員の３分の２以上の賛成

で議決し、校長の承認を得て施行する。

附 則

１ 本会の運営に必要な事項は細則で定める。

（中略）

７ この会則は、平成 年４月１日から改正施行する。

８ この会則は、令和４年４月１日から改正施行する。

別表

国際高等専門学校学生会クラブ一覧

陸上競技

卓球

バドミントン

水泳

吹奏楽

電子計算機

ハンズオン

バスケットボール

野球

サッカー

ハンドボール

テニス

放送・無線

写真

美術

バレーボール

ソフトテニス

剣道

柔道

スキー

囲碁・将棋

ネイチャー＆アドベンチャー

ランゲージ＆カルチャー

デザイン＆ファブリケーション

（目的）

第１条 この細則は、国際高等専門学校学生会会則（以下「学生会会則」

という。）第 条第４項に基づき、クラブの活動等について必要な事

項を定めることを目的とする。

（クラブ）

第２条 クラブは、国際高等専門学校（以下「本校」という。）の学生で

あって、同様な趣味、特技、目的をもった有志によって構成され、入退

部は自由とする。

（部長）

第３条 クラブに代表者として部長１名を置き、当該者名を学生会会長

及び学生会顧問に報告しなければならない。部長に変更があったとき

も同様とする。

２ 部長はクラブを統轄し、学生会会則第 条第１項第３号に定めるク

ラブ活動委員会に出席する。

３ 部長は、クラブの事務、会計、部室管理の任務を行う。

４ 部長は、前項の任務を補佐させるため主務を置くことができる。

（イベントへの参加・終了報告）

第４条 クラブは、次の各号に定めるイベント等に参加し、又は実施す

るときは、イベント参加・実施許可願を提出し、順次、クラブ顧問及び

校長の承認を得なければならない。

学外イベントに参加するとき。

合宿又は休暇中 休日、祝祭日を含む。 に練習をするとき。

練習試合 交歓会等を含む。 を実施するとき。

その他学内外において活動を実施するとき。

２ クラブは、イベント等の参加・実施が終了したときは、終了後 日

以内に報告書を提出しなければならない。

（イベント参加・実施許可願）

第５条 イベント参加・実施許可願は、本校事務局から所定用紙の交付

を受けて必要事項を記入し、提出に当たってはイベント等の要項、計

画書、日程表、費用請求伝票等を添付しなければならない。

２ イベント参加・実施許可願は、原則としてイベント等の参加・実施

日の２週間前までに提出するものとする。ただし、費用を要しないイ

ベント等の場合は、１週間前までの提出とする。

（ポスターの掲示）

第６条 クラブは、学内外に印刷物を掲示する場合は、学生会顧問の許

可及び掲示場所の指定を受けなければならない。

（部員名簿の提出）

第７条 クラブは、４月 日及び 月 日現在の部員名簿を所定用紙

により作成し、年２回、学生会及び学生会顧問に各１部提出しなけれ

ばならない。

（活動記録簿）

第８条 クラブは、年度始めに学生会から活動記録簿を受領し、必要事

項を記入して年度末に返納しなければならない。

（予算の申請・支出）

第９条 クラブは、翌年度のクラブ予算について、所定用紙により行事

計画書を作成の上、 月中に学生会に申請しなければならない。

２ 学生会は、提出期限を過ぎた申請、又は所定用紙によらない申請は、

これを受け付けない。

３ クラブの予算執行は、原則として学生会議会における予算成立後で

なければならない。

課外活動細則
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４ クラブの予算の収入及び支出は、すべて学生会会計がその任に当た

る。

５ クラブの経費支出は、所定の請求書に必要事項を記入し、順次、ク

ラブ顧問、学生会会計及び学生主事の承認を得て、本校事務局に提出

する。

６ 前項に定める請求書には、必ず請求の事由、計画書及び日程表を添

付しなければならない。

７ クラブは、予算額を超えて支出してはならない。ただし、学生会議

会の承認を得た場合は、この限りでない。

８ クラブは、学生会議会の承認を得ることなく予算額を超えて支出し

た場合は、当該会計年度内に、部長及び主務は責任をもってその超過

額を学生会会長を通じ返済しなければならない。

（予算使途の制限）

第 条 予算は、次の各号に定める使途に支出してはならない。

個人的な物品を購入すること。

クラブの活動に不必要なものを購入すること。

部員相互の親睦経費に流用すること。

予算申請した以外のものに使用すること。

（予算の返納等）

第 条 予算が概算払いされている場合は、イベント、遠征等の終了後

日以内に支出明細書に領収書を添えて学生会会計に提出し、残金が

生じた場合は、学生会会計を通じて返納しなければならない。

２ クラブが解散又は廃部した場合における部費の残額は、当該会計年

度の育成費に繰り入れるものとする。

３ クラブが合併した場合における新規予算額は、合併時会計年度に承

認済みの各合併クラブの予算額の合計額とする。

（監査）

第 条 クラブは、活動記録簿を作成し、クラブ予算の使途、クラブ活

動費の出納、備品の管理状況等について、学生会の監査に応じなけれ

ばならない。

（入・退部金及び活動費の徴収禁止）

第 条 クラブは、入部金・退部金を徴収してはならない。

２ 部員からの活動費の徴収は、原則として禁止する。ただし、特別な

理由により徴収の必要があるときは、クラブ顧問及び学生会顧問の承

認を受け、その指示に従うこととし、徴収したときは活動費の使途を

明確にしなければならない。

（部室及び設備の管理）

第 条 クラブが部室又は部室に設備を必要とするときは、クラブ活動

委員会委員長が学生主事に願い出るものとする。

２ 部室はクラブの活動目的以外に使用してはならない。

３ 部室の管理責任者は部長とする。

４ 部室の設備を変更しようとするときは、クラブ活動委員会委員長を

経て学生会会長及び学生会顧問の承認を得なければならない。

５ クラブ活動委員会委員長及び学生会会長は、部室の設備、備品をク

ラブの活動目的以外に使用して減失、破損したときは、管理使用する

クラブに弁償を求めることができる。

６ クラブ活動委員会委員長又は学生会顧問は、クラブによる部室の管

理使用が不当・不適切であると認めるときは、部室の使用を禁止する

ことができる。

７ 監査委員及び学生会顧問は、監査担当者を指定して部室の管理使用

状況、設備及び備品の監査を行うことができる。

８ その他部室の管理使用に関する権限は、学生会会長及び学生会顧問

に委ねる。

（遠征）

第 条 遠征とは、校長が認めた公式の対外行事に本校代表として参加

することをいう。

（連盟加入費及び大会参加費）

第 条 連盟加入費及び大会参加費は、原則としてその全額を学生会経

費から支出するものとする。

（遠征費の補助）

第 条 遠征費の補助は、次の各号に定める基準により行う。

補助対象は、交通費及び宿泊費のみとすること。

補助額は、必要最小限とすること。

他から補助がある場合は、当該補助額を控除して補助すること。

２ 遠征費の補助は、本校事務局に提出されたイベント参加・実施許可

願及び次条から第 条までの規定に基づき、学生会及び学生会顧問が

算定する。

（交通費の補助）

第 条 交通費の補助額は、次の各号に定める基準により算定する。

本校と開催地間の距離及び料金が最短かつ最低となる行程であ

ること。

学割、団体割引が利用可能な交通機関においてはこれを利用する

こと。

特急料金の補助は、原則として北陸三県以外の地に遠征するとき

とすること。

船の利用は、鉄道が利用できないときに限ること。

バスの利用は、原則として鉄道が利用できないときに限ること。

前各号に該当しない場合は、補助の要否及び補助額は学生主事が

決定すること。

２ 交通費の補助額は、前条の規定に基づくほか次の各号に定める基準

により決定する。

全国高等専門学校連合会が主催する大会、国体及び全国大会に地

区代表として参加する場合は、交通費の全額を補助する。

前号に該当しない大会等に参加する場合は、交通費の半額を補助

する。

前２号に該当しない場合は、その都度、学生会顧問が決定する。

（宿泊費の補助）

第 条 前条第２項第１号に該当する大会に参加する場合は、宿泊費は

全額を補助する。

２ 前条第２項第２号に該当する大会等に参加する場合は、宿泊費は半

額を補助することを原則とし、その都度、学生会顧問が決定する。

（宿泊の要否）

第 条 県内大会への参加は、日帰りを原則とする。

２ 県外大会において宿泊を要するときは、宿泊日は大会開始の前日か

ら大会終了の前日までを原則とする。

（補助の対象者数）

第 条 交通費及び宿泊費の全額が補助の対象となる大会等における

補助の対象者数は、大会等の要項に基づく正式エントリーの人数とす

る。
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４ クラブの予算の収入及び支出は、すべて学生会会計がその任に当た

る。

５ クラブの経費支出は、所定の請求書に必要事項を記入し、順次、ク

ラブ顧問、学生会会計及び学生主事の承認を得て、本校事務局に提出

する。

６ 前項に定める請求書には、必ず請求の事由、計画書及び日程表を添

付しなければならない。

７ クラブは、予算額を超えて支出してはならない。ただし、学生会議

会の承認を得た場合は、この限りでない。

８ クラブは、学生会議会の承認を得ることなく予算額を超えて支出し

た場合は、当該会計年度内に、部長及び主務は責任をもってその超過

額を学生会会長を通じ返済しなければならない。

（予算使途の制限）

第 条 予算は、次の各号に定める使途に支出してはならない。

個人的な物品を購入すること。

クラブの活動に不必要なものを購入すること。

部員相互の親睦経費に流用すること。

予算申請した以外のものに使用すること。

（予算の返納等）

第 条 予算が概算払いされている場合は、イベント、遠征等の終了後

日以内に支出明細書に領収書を添えて学生会会計に提出し、残金が

生じた場合は、学生会会計を通じて返納しなければならない。

２ クラブが解散又は廃部した場合における部費の残額は、当該会計年

度の育成費に繰り入れるものとする。

３ クラブが合併した場合における新規予算額は、合併時会計年度に承

認済みの各合併クラブの予算額の合計額とする。

（監査）

第 条 クラブは、活動記録簿を作成し、クラブ予算の使途、クラブ活

動費の出納、備品の管理状況等について、学生会の監査に応じなけれ

ばならない。

（入・退部金及び活動費の徴収禁止）

第 条 クラブは、入部金・退部金を徴収してはならない。

２ 部員からの活動費の徴収は、原則として禁止する。ただし、特別な

理由により徴収の必要があるときは、クラブ顧問及び学生会顧問の承

認を受け、その指示に従うこととし、徴収したときは活動費の使途を

明確にしなければならない。

（部室及び設備の管理）

第 条 クラブが部室又は部室に設備を必要とするときは、クラブ活動

委員会委員長が学生主事に願い出るものとする。

２ 部室はクラブの活動目的以外に使用してはならない。

３ 部室の管理責任者は部長とする。

４ 部室の設備を変更しようとするときは、クラブ活動委員会委員長を

経て学生会会長及び学生会顧問の承認を得なければならない。

５ クラブ活動委員会委員長及び学生会会長は、部室の設備、備品をク

ラブの活動目的以外に使用して減失、破損したときは、管理使用する

クラブに弁償を求めることができる。

６ クラブ活動委員会委員長又は学生会顧問は、クラブによる部室の管

理使用が不当・不適切であると認めるときは、部室の使用を禁止する

ことができる。

７ 監査委員及び学生会顧問は、監査担当者を指定して部室の管理使用

状況、設備及び備品の監査を行うことができる。

８ その他部室の管理使用に関する権限は、学生会会長及び学生会顧問

に委ねる。

（遠征）

第 条 遠征とは、校長が認めた公式の対外行事に本校代表として参加

することをいう。

（連盟加入費及び大会参加費）

第 条 連盟加入費及び大会参加費は、原則としてその全額を学生会経

費から支出するものとする。

（遠征費の補助）

第 条 遠征費の補助は、次の各号に定める基準により行う。

補助対象は、交通費及び宿泊費のみとすること。

補助額は、必要最小限とすること。

他から補助がある場合は、当該補助額を控除して補助すること。

２ 遠征費の補助は、本校事務局に提出されたイベント参加・実施許可

願及び次条から第 条までの規定に基づき、学生会及び学生会顧問が

算定する。

（交通費の補助）

第 条 交通費の補助額は、次の各号に定める基準により算定する。

本校と開催地間の距離及び料金が最短かつ最低となる行程であ

ること。

学割、団体割引が利用可能な交通機関においてはこれを利用する

こと。

特急料金の補助は、原則として北陸三県以外の地に遠征するとき

とすること。

船の利用は、鉄道が利用できないときに限ること。

バスの利用は、原則として鉄道が利用できないときに限ること。

前各号に該当しない場合は、補助の要否及び補助額は学生主事が

決定すること。

２ 交通費の補助額は、前条の規定に基づくほか次の各号に定める基準

により決定する。

全国高等専門学校連合会が主催する大会、国体及び全国大会に地

区代表として参加する場合は、交通費の全額を補助する。

前号に該当しない大会等に参加する場合は、交通費の半額を補助

する。

前２号に該当しない場合は、その都度、学生会顧問が決定する。

（宿泊費の補助）

第 条 前条第２項第１号に該当する大会に参加する場合は、宿泊費は

全額を補助する。

２ 前条第２項第２号に該当する大会等に参加する場合は、宿泊費は半

額を補助することを原則とし、その都度、学生会顧問が決定する。

（宿泊の要否）

第 条 県内大会への参加は、日帰りを原則とする。

２ 県外大会において宿泊を要するときは、宿泊日は大会開始の前日か

ら大会終了の前日までを原則とする。

（補助の対象者数）

第 条 交通費及び宿泊費の全額が補助の対象となる大会等における

補助の対象者数は、大会等の要項に基づく正式エントリーの人数とす

る。

２ 大会等への主務の参加を要する場合は、補助の対象者数は主務を加

えた人数とする。

３ 主務が選手を兼ねて正式エントリー数に含まれる場合は、１名に限

り追加して補助の対象者にすることができる。

（クラブの解散）

第 条 クラブが次の各号のいずれかに該当する場合は、執行委員会の

調査結果に基づき、クラブ活動委員会の過半数の議決、学生会議会の

出席議員の過半数の議決により、学生会はクラブに解散を命じること

ができる。

部員が５名を下回ったとき。

活動状況に活発性又は健全性が認められないとき。

活動状況の連絡、報告が明確でないとき。

２ 校長は、次の各号に該当するクラブの解散を学生会に命じることが

できる。

本校学生としての本分を逸脱する行為が部員個人又はクラブに

あったとき。

本校の名誉を著しく傷つける行為があったとき。

（改廃）

第 条 この細則の改廃は、学生会議会において総議員の３分の２以上

の賛成で議決し、校長の承認を得て施行する。

附 則

１ この細則は、昭和 年４月１日から施行する。

（中略）

７ この細則は、平成 年４月１日から改正施行する。

８ この細則は、令和４年４月１日から改正施行する。

（趣旨）

第１条 この規程は、学校法人金沢工業大学特別奨学金規則第５条の規

定に基づき、国際高等専門学校（以下「本校」という。）に配分された

特別奨学金の給付に関して必要な事項を定める。

（対象）

第２条 本校は、本校の新たな教育研究ブランド力の向上を目指した、

グローバルイノベーターの養成に資する「 リーダーシップアワー

ド奨学金制度」を実施するため、学生のうち多様な活動においてリー

ダーシップを発揮し、学業成績が優秀で、他の学生の模範となる行動

をしている者を特別奨学生とし、特別奨学金を給付するものとする。

（期間）

第３条 特別奨学生として特別奨学金を給付する期間は１年とする。た

だし、年度ごとの評価及び選考により、継続して給付することを妨げ

ない。

（特別奨学金の種別と給付条件）

第４条 特別奨学金の種別は、次の各号のとおりとし、当該各号に定め

る条件を満たす者から選考により給付する。

リーダーシップアワード 奨学金

第１学年から第２学年までの取り組みを評価し、次の条件を全て

満たす者

① 本校が定める スタートアッププロジェクトに継続的に参

画していること。

② ２年間を通じた修学で が 以上、 点以上又

は 以上、若しくは英検準１級以上のいずれかを有して

いること。

③ 自身が取り組むプロジェクトを通じた状況や成果を、自身の成

長に関して、本校が認める方法で学内外に発信していること。

④ 他の学生の模範となる行動をしていること。

リーダーシップアワード 奨学金

学年ごとに１年間の取り組みを評価し、次の①、②及び③の条件

を全て満たし、かつ④又は⑤の条件のいずれかを満たす者

① 受講する全ての科目の成績の平均値が 以上であること。

② 修学生活、寮生活等を通じて、自身の成長に関して、本校が認

める方法で学内外に発信していること。

③ 他の学生の模範となる行動をしていること。

④ 学内外のプログラムに参加し、積極的なリーダーシップを発揮

していること。

⑤ 各種活動を通じて培った知識やスキルを活用し、地域社会に貢

献していること。

リーダーシップアワード 奨学金

学年ごとに１年間の取り組みを評価し、次の①、②及び③の条件

を全て満たし、かつ④又は⑤の条件のいずれかを満たす者

① 受講する全ての科目の成績の平均値が 以上であること。

② 修学生活、寮生活等を通じて、自身の成長に関して、本校が認

める方法で学内外に発信していること。

③ 他の学生の模範となる行動をしていること。

④ 学内外のプログラムに参加し、積極的なリーダーシップを発揮

していること。

⑤ 各種活動を通じて培った知識やスキルを活用し、地域社会に貢

献していること。

特別奨学金給付規程
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海外コーオプ教育奨学金

第５学年において、本校が定める海外インターンシップ（

）に参加し、かつ次の全ての条件を

満たす者

① 前年度までの修学で が 以上、 点以上又は

以上、若しくは英検準１級以上のいずれかを有してい

ること。

② 世界産学連携教育協会（ ）が定める革新的思考を養成する

ための共創教育（ ）の趣旨を理解し、企業での課題に積極的

に取り組んでいること。

③ 他の学生の模範となる行動をすることが期待できること。

（特別奨学金の給付額等）

第５条 特別給付金は、授業料等に充当するものとし、給付額（一人当

たり年額）、給付人数及び給付金充当費目は、前条に定める種別ごとに

次の各号に定めるとおりとする。

リーダーシップアワード 奨学金

円、 ２名以内の者、 第３学年の留学先授業料に充当

リーダーシップアワード 奨学金

円、 各学年５名以内の者、 次年度の授業料に充当（特

別奨学生候補者が第５学年の場合は、次年度の金沢工業大学編入時

の授業料に充当）

リーダーシップアワード 奨学金

円、 各学年５名以内の者、 次年度の授業料に充当（特

別奨学生候補者が第５学年の場合は、次年度の金沢工業大学編入時

の授業料に充当）

海外コーオプ教育奨学金

円、 ２名以内の者、 受入先授業料に充当

２ 特別奨学金の給付額は、為替レートの変動等に応じ変更することが

できる。

（選考委員会）

第６条 特別奨学生を選考するため、校長を委員長とする国際高等専門

学校特別奨学生選考委員会（以下「選考委員会」という。）を設置する。

２ 選考委員会の委員は、教務主事、学生主事、修学支援主事、教育点検

主事、学科長とする。

３ 選考委員会の委員長は、選考委員会の選考結果について速やかに理

事長に報告しなければならない。

（特別奨学生の決定）

第７条 理事長は、選考委員会の委員長から報告があった選考結果に基

づき、特別奨学生を決定する。

（資格の喪失）

第８条 校長は、特別奨学生が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、直ちにその資格を取り消すものとする。

学則に違反し又は学生としての本分に反する行為があったとき。

その他特別奨学生として不適当であると認められたとき。

（給付金の返還）

第９条 前条に定める事由により、特別奨学生の資格が取り消された者

は、既に給付された当該年度の給付金を返還するものとし、第５条各

号に定める給付金充当費目（授業料等）を支払わなければならない。

（事務）

第 条 この規程に関する事務は、国際高等専門学校事務局が行う。

附 則

１ この規程は、平成 年６月１日から施行する。ただし、平成 年

４月１日以後に入学し在学する者について、その効力を有する。

２ この規程は、令和元年５月１日から改正施行する。ただし、改正後

の第５条第１項各号に定める給付人数は、令和２年度入学生から適用

し、令和２年３月 日現在において現に在学する者については、なお

改正前の第５条第１項各号に定める給付人数を適用する。

３ この規定は、令和３年４月１日から改正施行する。

４ この規定は、令和４年４月１日から改正施行する。
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